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電子取 引調査研究報告書
一 電子取引に係 る法的問題点の検討一
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この報告書は、日本自転車振興会から競輪収益の一部である機械工

業振興資金の補助を受けて、平成3年 度に実施 した 「産業界のシステ

ム化に係る制度問題の調査研究」の一環 として とりまとめた ものであ

ります。







は じ め に

我が国の産業界 にお ける情報化 は、企業内利用 にとどま らず産業間を横断的に網羅 した企業間

ネ ッ トワー クの構築へ と急速 に進展 している。

最近では、業界 、業際 にまたが る企業 間において、 これ までの書類 を中心 と した取 引形態か ら

ネ ッ トワークを利用 した電子 データ交換への動 きが活発化 してい る。 また、電子取 引は、企業系

列 を越え、業種 を越 え、そ して国境を越 えて グローバ ルに自由に展開され よ うと してい る。

電子取引を 円滑 に推進す るに当た って は、通信プ ロ トコル、 ビジネスプ ロ トコル等の各種 の取

り決めにつ いての標準化 やルール化が必要不可欠であ るとと もに、法的諸 問題への対処を検討 、

整備す る必要が ある。

当推進 セ ンターで は、昭和63年 度以 降法律の専 門家及 び企業等 の実務家によ る 「電子取引調 査

研究委員会 」を設 けて、主 に法的側面 か ら電子取 引の実態把握 と問題の分析、対策等の検討を行

って きた。本年度 において は、主に受発注業務を対象 と して、電子取引の法的問題へ の対処 に関

す る考え方 について、法律専門家委員を中心 とす るグループ によ る検討 を行 い、その成果 を中間

報告 として取 りまとめた。

今後 は、企業実務家 サイ ドか らの検証や国際比較 も加えっっ、モデル契約事項等を含めて、検

討をさ らに深あてゆ くことと して いる。

最後 に、本調査研究の実施 にあたって ご協 力を頂いた委員 をは じめ、関係各位 に対 し、深 く感

謝の意 を表す る。

平成4年3月

財団法人 日本情報処理開発協会

産 業 情 報 化 推 進 セ ン タ ー
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1.序 説





1.序 説

1.1検 討の概要

我が国における売主(受 注者)と 買主(発 注者)と の物品の売買取引では、契約交渉、契約

締結、製造や引渡しの各段階で、両者間に多 くの情報が交換され、取引の事実を証明する文書

等が作成されている。

しか しなが ら、コンピュータと電気通信の発達 とともに、事務処理や情報伝達の迅速化 ・効

率化 ・省力化等の必要性が高まり、商取引に係わる情報の伝達手段は多様化する傾向にある。

これまで文書は、取引契約の安全と確実化のために重要な役割を果たしており、最 も一般的

なものとして利用されてきた。ところが、最近、従来は企業間で文書で取 り交わされてきた帳

票、伝票等が、磁気テープ等の記憶媒体を交換することにより伝達されるようになり、さらに

発注者 と受注者 との コンピュータを通信回線で接続することにより、取引情報の交換が行われ

るようになったのである。

このような電子取引(取 引情報の電子的データ交換)は 、単に取引情報の伝達手段を変える

ばか りではなく、商取引の形態にまで大きな変化を もたらしっつあるといえる。電子データ交

換における発注者及び受注者の取引データの流れが、個別的売買契約の成否や成立時期を確定

するための法的な意思表示の流れと乖離 しつっあり、従来の民商法の枠組みに照 らして解決困

難な問題を孕んででいるとみられる。この動向は、本委員会が平成元年度 ・二年度にわたって

電子取引をめぐる商取引慣行の実態について行った調査結果か らも明 らかである。また、かか

る電子取引は技術上の基準や約束事に拘束されるという側面を有 しており、独禁法上の配慮が

必要となる場合 もあることを看過することはできない。

以上のような法的問題への対処の仕方は、取引当事者の業種業態のみならず、取引にいたる

経緯、背景、取引関与者等の関連事項の相違により極めて多様性を有 し、本来汎用的な標準化

になじみ難い領域であるが、多様な事象に介在する共通の問題を分析することは今後の電子取

引の円滑な発展を期するために必要な第一ステップになると思われる。

本報告書は、電子データ交換を利用する発注者と受注者との取引契約上の対処に委ね られて

いる次の6つ の側面に焦点をあて、留意すべき法的問題の所在を明らかにしようとする一つの

試みである。

○データ交換の方法

○個別的売買契約の成立

○データの保存
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○安全対策等

○損失の負担

○費用の負担

本報告書で は、各項 目ごとに継続 的な商品売買の分野で受発注がな される場合を中心 として

考察 しているが、他に金融サー ビス、運送等の役務提供 、各種予約 システム、情報提供等 の分

野で も電子取引が広 く行われていることは周知 の とお りで ある。 しか しなが ら、 これ らの取引

に特有の問題 は複雑かっ多岐にわた るため、本報告書では直接言及せず、かか る取引に も共通

す る基本的課題を指摘す るに とどめた。

また、企業間の電子取引には発注者 と受注者 のほか、 コモ ンキ ャリア、情報ネ ッ トワー クサ

ー ビス事業者(VAN事 業者) 、 システム提供者等電子取引に特有の当事者が介在す ることが

一般的であるため、必要に応 じて これ らの当事者の役割 にっいて も指摘することとした。

さ らに、発注者 と受注者の間の取 引は、物流業者 または金融機関 との取 引な しには完結 しな

い場合がほ とんどである。そ こで、受注者又は発注者が接続 している金融又 は物流分野 の電子

取 引ネ ッ トワー クとの関係でふれてお くべ き問題 について は、必要に応 じて とりあげ るよ うに

努 めた。なお、上記の各項 目にっいて も時間的な制約か ら内容に精粗が残 ることともな ったた

め、未検討の分野を含あ さらに議論 を重ね る必要があ ると考える。

1.2用 語の意味

本報告書の用語 は、その意味が必ず しも一義 的に確定 していないため、便宜上次のよ うな意

味で使 うこととした。

(1)電 子取引

「電子取引」とは、 コンピュー タ及 び通信回線を利用 して電子デ ータを授受することによ

り、異なる企業間で商品売買契約 を行 う取 引形態を総称す る。本報告書で は、特 に書面で商

品売買契約を締結す る取引形態 と比較検討す る ことによ り、電子取引を分析す る。

(2)デ ータ交換

「データ交換」 とは、商品の売 買契約の成立 に係わる発注データ、受注 データ及 びそれ ら

の確認データの交換を示す用語 と して使用する。一般 の電子取 引で は商品売買契約 に先立っ

在庫照会、契約折衝、あ るいは納 品確認の 目的等で各種 のデー タが授受 されているのが実態

で あるが、本報告書 においては、 これ らの準備 的デー タの授受 にっ いては、中心 的な検討の
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対象 としない。

(3)発 注 データ ・受注データ

「発注 データ」とは、発注者が受注者 に対する発注の意思表示 として作成するデータをい

い、 「受注 データ」とは、受注者が発注者 に対す る受注の意思表示 として作成す るデータを

い う。

(4)伝 達

発注者 ・受注者 は、発注データ ・受注デー タを作成 した後、 これ らのデ ータを相手方 に伝

達す る必要がある。取引形態に応 じて伝達の方法は多様で あるが、本報告書 においては、 デ

ータ作成者が特定の合意 されたフ ァイル(例 えば、相手方が管理するメールボ ックス)に 書

き込む(記 憶 させる)こ とを、 「伝達」 というもの とす る。 この場合 、データを書き込む特

定の フ ァイルは、デ ータ作成者 又はその相手方 のいずれか一方 で保有 ・管理す るファイル

(含む メールボ ックス)で あった り、第三者(例 えば、情報 ネ ッ トワークサー ビス事業者)

が提供す るメールボ ックスで ある場合 もあるが(2,「 データ交換の方法」で後述)、 本報告

書ではフ ァイル又 はメールボ ックスが どこで誰 に管理 されているかを問わず、すべての場合

に 「伝達」 とい う用語 を使用す る。

なお、 「伝達」 という用語は、場合によっては、通信技術上の発信、配信、送信、受信、

着信、集信 あるいは伝送等の用語が示す概念を包含す ることもあ るが 、必ず しも同義 に使用

されてい るものではない。また、法律上 の意思表示の到達 とは区別 した概念で用いている。

(5)確 認 データ

「確認 データ」とは、受注 データが発注データと一致す ることを確認す るために受注 デー

タを受 け取 った発注者が受注者 に発信す るデータをいう。

また、授受 されるデータの 「伝達」それ 自体を確認す るために伝達 を受 けた当事者がデー

タ作成者 に対 して発信するデータについて も、確認データと称す る場合が あるが、本報告書

において はこれ らを区別 して着信通知又は受信通知 という。着信通知 と受信通知の用語の使

い分 けについて は、3.個 別的売買契約の成立(3,2(4)(a)を 参照)に おいて詳述する。
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データ交換 の方法
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2.デ ー タ交 換 の 方 法

2.1デ ータ交換の類 型

メーカー相互間やメーカー ・代理店間の商品売買の成立を 目的と したデータの交換には多様

な方法があ り得 る。ただ、法律行為 としての売買契約締結 とい う側面か らすれば、 これ らの デ

ータ交換 も、① 発注 データ、受注データ、確認 データの うち、どのデータを伝達(交 換)す

るか とい う要素、言い換えれば伝達するデータの種類 とい う要素 と、② フ ァイルへの書 き込

みや フ ァイルか らの読み 出 しをどのよ うに行 うかの要素、言 い換えれば伝達の態様 に関す る要

素 の組み合わせによって ある程度類型化す ることが可能であろ う。(な お、1.2(2)で ふれたよ

うに、現実 には、以下 に述べ る発注 データ、受注データ及び確認デー タの ほかに、例 えば在庫

があるかど うかを照会 す るためのデータの授受 、所定の納期 まで に納 品す ることが可能であ る

かを照会するたあのデー タの授受 など、いわば売買契約締結 のための準備的なデータ交換な ど

が行われ ることがあ る。本報告書 における 「データ交換」 とい う用語には、 これ らのいわば売

買契約締結のための準 備的なデータなどの授受 は含 まない もの とす る。また、 「伝達」の意味

については、1.2(4)を 参照)。

この うち、① にっいて は、次のよ うな分類 を行 うことが可能であろ う。

A発 注データのみを受注者 に伝達す る方法

B発 注データ及 び受注データ双方 を相互 に伝達す る方法

C発 注 データ及 び受注データを相互 に伝達す るとともに、発注者 において作成す る確認

データ(伝 達 され た受注データが発注データと一致す るか どうかを示すデータ)を 発注

者か ら受注者 に伝達す る方法

なお、事例 によっては、上述Cの 確認データではな く、デー タの伝達があった ことのみを相

手方に伝達する場合があ る。 このデー タは、いわば伝達(着 信)確 認デー タともい うべ き内容

であ り、上述Cの 確認デ ータとは性 質を異にす ると考え られ る。

次 いで、② について は、伝達す るデータをどの ファイルに書 き込 むか(記 憶 させるか)に よ

り、言い方を換えれ ば、 フ ァイルを どこに設置す るかによ り、次のよ うに分類す ることが可能

であろ う(実 務上 、 この よ うなフ ァイルは、メールボ ックス化 されていることがあるが、本節

において は 「フ ァイル」 とい う用語 と 「メールボ ックス」 とい う用語 を、特に区別 しないで用

い る。)。
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Xデ ー タ作成 者 の フ ァイ ル に記 憶 させ 、 相 手方 が 発 呼 して これ を読 み 出す 方 法(図2-

1参 照)

〔 以下 、 本節 に お け る図 に お いて は、 実線 は デ ー タ作 成 ・発呼 ・記 憶 を、点 線 は 発呼.
デ ー タの 読み 出 しをそ れ ぞれ 示 す 。 〕

図2-1

〔データ作成者〕

読み出 し
〔 相 手 方 〕

○

ファイル

ー

:
〉 〉

i

v

騒
↑↓ ○

暴 言酬
記憶)

データ作成

<

発 呼
<

Yデ ータ作成者が発呼 してデー タを相手方の ファイルに記憶 させ、相手方 において これ

を読み出す方法(図2-2参 照)

図2-2

〔データ作成者〕 〔 相 手 方 〕
発 呼 ・ 記 憶

〉

Ψ ○

暴言 酬一

〉

○

鼠 ファイル

ー

デ一夕作成

〉

Zデ ータ作成者が発呼 してデータを当事者間で合意 した第三者の システム内に設置 した

特定の ファイル(例 えばVAN事 業者 の システム内 に設置された ファイル)に 記憶 させ、

相手方において発呼 して この データを読み出す方法(図2-3参 照)

図2-3

〔データ作成者〕 〔 相 手 方 〕

○

ファイル

記憶 有 『 Ψ

〉癖
・

発呼

ぽ 暴 ㌃
一

〉

○

鼠 ファイル

ー
データ作 成

〉

Ψ

<

読
み
出
し
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さまざまな類型のデータ交換の うち、 どのような方法 を採用す るか は、取 引の対象 とす る商

品の種類、性質、デー タ交換 に要す るコス トとの関係によ り、当事者間で定 め られることにな

ろう(例 えば、商品の種類によ って は、あ る程度の誤発注が生 じた り未発注が生 じたとして も

業務 に支障が生ぜずに対応す ることが可能な物があ り得 る。 こ うした場合には、データ交換 に

要す るコス トとの関係 で、発注データだけを受注者に伝達す るとい う類型のデータ交換を採用

す ることが考え られ る。逆 に、商品の種類 によっては、誤発注や未発注が生 じた場合には業務

に著 しい支障が生ず る場合 もあ り得 る。このよ うな場合には、よ り慎重 な類型のデ ータ交換 、

例えば、上記のCとYを 組み合わせ た類型のデータ交換を行 うことになろ う。なお、伝達 され

た発注 データか ら異常データ検出のための手続 きな どを経 ることな く、自動的に受注データを

作成 した り、 これ と同 じよ うに確認 データも自動的に作成 するよ うな場合 には、例えば入力 ミ

スによ る誤発注 は防止で きない ことになる。 この ような要素 も想定 し得 るため、上記の類型に

もさまざまなヴァ リエ ーシ ョンがあ り得る ことがわかる。)。

2.2各 類型 によるデ ータ交換 に関す る考察

上述の二つの要素の組み合わせによるデータ交換の類型の うち、 い くっかの類型 をとりあげ、

その法的な特徴を考察す ると次のよ うになる。

(1)AXま たはAZの 組み合わせ による類型

上記の組み合わせ の うち、AとX又 はZを 組 み合わせ た類型のデータ交換 は、

① 発注者が発注 デー タを 自己のシステム内に設置 した フ ァイルに記憶 させ る(AXの

組み合わせ による類型)、 または、 これを例えばVAN事 業者な どの第三者のシステ

ムに設置 した ファイルに発呼 して記憶 させる(AYの 組み合わせによる類型)、

② 受注者において発呼 して この発注データを読み出す、

とい う方法により行 う(図2-4参 照)。
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図2-4

(AXの 組み合わせによる類型)
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け
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このデータ交換の方法 は、受注デ ータや確認データの伝達を行わ ないたあ、通信 コス トを

軽減 し得 るとい うメ リッ トが あり、実例 も少な くない。 このデータ交換 の方法には、次のよ

うな特徴があるといρ得 るであろう。

a承 諾の意思表示の不存在

い うまで もな く、売買契約の成立 には、原則 と して、 申 し込み及び承諾の二つの意思表

示が存在 し、かつ、 これが一致 す ることが必要である。一般 に発注データは、売買契約に

おける申 し込みの意思表示 に該 当 し、受注データは承諾の意思表示に該 当す るもの と考え

られるが、 この方式によるデー タ交換の場合 には、承諾の意思表示に該 当す るデータが伝

達 されない。 したが って、当事者 間に売買契約の成立 に関する何 らの合意が存在 しない場

合、売買契約が成立 した とい うためには、意思実現 による契約の成立(民 法526条2項)、

諾否の通知義務(商 法509条)の 適用や、場合によ って は商慣習の適用を考 えなければな

らない。ただ、例えば意思実現 による承諾 の規定 によって売買契約の成立が認 め られ るに

して も、意思実現行為、例えば商品の納入 をまっては じめて契約が成立す るとい うことに

なれば、発注者側の生産 スケジュールや販売計画に支障が生ず るおそれがない とはいえな
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い 。

法律的観点からすればぐ売買契約の成立はできるだけ明確であることが好ましく、承諾

の意思表示の存在 しないこの方式によるデータ交換の場合には、当事者間で契約の成立に

関する定めを設けることが好ましい。個別的売買契約の成立に関する問題全般については、

次第を参照されたい。

b発 注デー タの記憶又は読み出 しに関す る確認

上記の方式 を採用 した場合 には、発注者 は、発注デー タが受注者に受領 されたか ど うか

を確認す ることが困難な場合があ りえ、場合によって は、自己の生産計画や販売計画 に不

安を生 じさせ ることがあ り得 る。 このよ うな不安を避け るために、例 えば、

・受注者が発注 データの読み出 しを行 った場合 には、いわ ゆる消込みを行い、発注者 に

おいて消込 みを確認す る、

・受注者 において発注データの記憶があることを確認 した場合やこれを読み出 した場合

に、その 旨を発注者 に伝達す る(こ の伝達方法 には、電話や ファクシ ミリで行 った り、

コンピュータ ・データで伝達する方法があ る。後者の場合で書 き込みを確認 す るデー

タを 「書 き込 み確認 データ」、読出 しを確認 するデータを 「読み出 し確認デー タ」 と

呼ぶ ことも可 能であろ う。)、

などの方法が採用 され ることがあり、有効に機能す る場合 もある。

ただ、 これ らの内容が受注者か ら発注者に対 して伝達 され るに して も、特段の合意 がな

いかぎり、 これ らは申 し込みに対す る承諾の意思表示 ではな く、発注 データ(売 買契約 の

申 し込みの意思表示)が 伝達 されたとい う事実 を通知 す るにす ぎないよ うに思われ る。

したが って、 もし売買契約の成立が法律上問題 にな った場合には、例えば、 「書 き込み

確認データ」や 「読み出 し確認データ」の伝達(受 注者か らの発信、発注者か らの受領の

いずれか)が あ る場合 には、承諾があ った もの とす る当事者 間の明示または黙示の合意、

その 旨の商慣習が ないか ぎり、 これ らのデータの伝達のみを もって契約 の成立を主張で き

ない場合が あ り得 る。 したが って、 この方式 において 「書 き込み確認デー タ」や 「読み 出

し確認データ」の伝達 を行 う場合には、当事者間において、その法的意味について明確 な

認識を もつ こと、で き得 るな らば、契約上でその法 的意味を明確 にす ることが好ま しい と

いえるであろ う。

(2)AYの 組 み合 わせ によ る類型

この類型 は、発注者が受注者の システム内 に設置 した ファイルに発注データを記憶 させ る
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という方法で、特殊な場合を除 き、受注者が行 う発注データの読み 出 しには受注者の発呼を

必要 としない とい う点で、上記(1)の類型 とは異 なる。 しか し、承諾 にあたるデータの伝送が

な いということは上記(1)の類型 と同様であ り、また、 このプ ロセスのみを もって しては、発

注者において、発注者が発呼 して受注者 に伝達 された発注データが受注者の フ ァイルに書 き

込 まれたかど うか、受注者がその読み 出 しを完了 したか どうかを確認 し得 ないことも上記(1)

の類型 と同様である。 したが って、 これ らの点 に関する特徴 は、上記(1)と同様 と考えて差 し

支えないであろう(図2-5参 照)。

図2-5

〔発 注 者 〕 〔 受 注 者 〕
発 呼

〉 〉

＼/

騒=㌃
憶)

〉

○

鼠 ファイル

ー
発注データ作成

(3)BXあ るいはBZの 組み合 わせ による類型

この類型 は、

① 発注者は申し込みにあたる発注 データを作成 し、 自己の システム内の ファイルにこ

れを記憶させ(BXの 組み合わせによる類型)、 又は、発呼 して第三者 の システム内

のフ ァイルに これを記憶 させ る(BZの 組み合わせによる類型)、

② 受注者 は、発呼 して これ らのデータを読み出す、

③ 受注者 は承諾 にあたる受注 デー タを作成 し、 自己の システ ム内の ファイルに これを

記憶 させ、又は、発呼 して第三者 の システム内の ファイル にこれを記憶 させ る、

④ 発注者 は、発呼 して受注 データを読み出す、

とい う方法である(図2-6参 照)。
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図2-6

(BXの 組み合わせ による類型)

〔 発 注 者 〕
発呼 ・発注データ読み出し
<<

　 　

発呼 ・受注 データ読み出 し

〔 受 注 者 〕

　

鼠 二二 ・
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記 憶

発注データ作成

-
↑

↓

鼠 二二 ・
受注デ〉 一/
記 憶

受注データ作成

(BZの 組み合わせ による類型)

〔 発 注 者 〕 〔VAN事 業者等の第三者〕 〔 受 注 者 〕

発呼 ・発注
発呼 ・発注
データ

データ記憶
〉

読み出 し
1・

≧ ;
<

λ
1

鼠 馴

爪

… 一

暴 斎一
発注データ作成

〉

発呼 ・受注
データ

読み出 し

ファイル

↑↓↑

輪

発呼 ・受注
データ記憶

この類型 によ る場合には、いずれ も、申 し込み と承諾 の二つの意思表示の存在及びその一

致を想定 することがで き、契約 の成立 に関す る問題 にっいて は、当事者 間に特別の定 めがな

い場合であ って も、承諾における発信主義 などの民法上 の原則を適用す ることは比較的容易

で あろう。 ただ、紙ベ ースの取 引の場合 における個別的契約の成立 に関す る当事者間の取 り

決 め、例 えば 「個別的契約 は、注文書 と注文請書の交換 によって成立す る ものとす る。」 と

対比す ると、実務的 には、受注データの記憶又は発呼を もって契約が成立す るとい うのか、

それ とも、発注者の受注データの読み出 しをもって契約が成立す るとい うのか、について は、

若干の問題が残されているように思え る。 この類型のデータ交換 を行 う場合には、 この点を

当事者間で明 らかにす ることが好 ま しい といえるであろ う。
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(4)BYの 組み合わせによる類型

この類型は、

① 発注者 は申 し込み にあたる発注データを作成 し、発呼 して、受注者の ファイルに こ

れを記憶 させ る、

② 受注者 は承諾にあた る受注デ ータを作成 し、発呼 して、発注者のフ ァイルに これを

記憶 させ る、

とい う方法である(図2-7参 照)。

図2-7

〔 発 注 者 〕 〔 受 注 者 〕
発呼 ・発注デー タ記憶

≧

1Ψ
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〉

<

〉

∈

↓ ○

暴一 一一→ ファイル

ー

発注データ作成

∈

発呼 ・受注デ ータ記憶

この類型においては、(3)の類型の場合 に比 べて、よ り、注文書 と注文請書の交換 によ る売

買契約の態様 に近い と考え られ る。

(5)CX又 はCZの 組み合わせによる類型

この類型は、上述(3)の①か ら④ に、

⑤ 受注 データを読み出 した発注者 は、 これ と発注データを照合 した確認デー タを作成

し、 これを 自己の システム内のフ ァイルに記憶 させ(CXの 組み合わせによ る類型)、

又は、発呼 してVAN事 業者などの第三者 の システ ムに設置 した ファイルに これを記

憶 させ る(CZの 組み合わせ による類型)、

⑥ 受注者 は、発呼 して これ らのデータを読 み出す、

とい うプ ロセ スを加え る方法である(図2-8参 照)。

一12一



(CXの 組み合 わせ による類型)
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図2-8
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(CZの 組み合わせ による類型)
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このよ うな方式 は、(シ ステムの組み方 によ って も異 なるが)デ ータ交換 における ミスイ

ンプ ットや、可能性 は少ないであろ うがその発生 を否定 しきれない伝送途上 におけ るデータ

の変質、場合 によって は、無権限発注を チェックす るとい う目的で採用 される もの と推測 さ

れ る。

この類型において は、上記⑤ の確認 データの意味が 問題 となる。一般 的にいえば、前述 の

とお り、契約 は申 し込み と承諾の一致によって成立 し、データ交換の場合 にあ って は、発注

データが申 し込みにあた り、受注 データが承諾にあた ると想定す る ことがで き、確認 データ

は、受注データと発注 データの一致 によって成立す る契約の付款(確 認データの伝達が ある

ことを契約成立の停止条件 とするか、確認データの伝達がないことを契約成立の解 除条件 と

す るとい う意味での付款)と 考え ることができよう。ただ、 この類型における発注データを

申 し込みの誘 因、受注デー タを申 し込み、確認 データを承諾 の意思表示 にそれぞれ比定 す る
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ことも考 え られ、 このいずれの考え方 をとるのかにっいて は、当事者間で明確 にされること

が好 ま しい。

(6)CYの 組み合わせによ る類型

この類型は、上述(4)の①及び② に、

③ 発注者が確認データを作成 し、受注者の ファイルにこれを記憶 させ る、

とい うプ ロセスを加える方法であ り、確認 データの意味にっいて は、上記(5)と同様 に考えて

差 し支えないであ ろう(図2-9参 照)。

図2-9

〔 発 注 者 〕 〔 受 注 者 〕
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3.個 別 的売買契約 の成立





3.個 別 的 売 買 契 約 の 成 立

受発注当事者間における個別的売買契約が成立 しているかどうか、またその契約が成立 してい

るとすればその成立時点がいつであるかを明らかにすることは、電子取引に関 してさまざまな ト

ラブルが生 じた場合に、その法的対応を考える上での前提条件 となる。

例えば、個別的契約上の権利義務関係(す なわち売主 ・買主の権利義務関係)が どの時点で発

生するか、あるいは何 らかの理由によって(単 純な入力 ミス、通信途上におけるデータ内容の変

化など)発 注者又は受注者の意図とは異なるデータが相手方に到達 したために発注者又は受注者

の意図 しない個別的な売買契約が外観上成立 している場合に、発注者又は受注者はそのデータの

変更をできるか(撤 回 ・取消、内容の修正など)、 それができるとすればいつまでか、といった

ような法的な問題を検討するにあたっては、個別的な売買契約の成否、成立時点を明 らかにして

おく必要がある。

なお、本報告書が取り上げているような受発注 システムにおいて、一回毎の受発注を個別的な

売買契約と構成 しなければならないかどうかにっいても検討の余地がないわけではない。すなわ

ち、一回毎の受発注データの交換によって最初の基本的契約とは別に個別的な売買契約が成立す

るのではなく、当初の基本契約の枠の中で受注者(売 主)と 発注者(買 主)の 間に具体的な権利

義務関係が発生すると考えることもで きる。この問題について結論を出すには、契約の効力など

多 くの観点からなお検討 しなければならないので、本報告書では、伝統的な考え方に従って一回

毎の受発注データの交換によって個別的な売買契約が成立するものとして、以下のような考察を

することにする。

3.1個 別的売買契約の成立

(1)売 買契約の諸類型

受発注当事者は、受発注システムに関する基本契約において個別的売買契約の成立要件及

び成立時点を明文で規定 してお くことが望ましいと考え られる。成立時点について当事者間

の合意がなくて も、民法上の契約に関する一般的な理論によってその時点を確定することも

可能ではあるが、将来の紛争を避けるためには、基本契約の中で定めてお く方がよいであろ

う。ただ し、民法の規定あるいは一般理論か ら余 りにかけ離れた内容の合意をす ることには

慎重でなければな らない。特に、基本契約が一方の当事者(受 発注 システムの構築において

主導的な役割を果たしている当事者)に よってあらヵ・じめ作成された契約条項(い わゆる普

通契約約款)に 従 って基本契約が締結されるような場合には、他方の当事者がその条項の内
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容 を十分 に理解 していない可能性 もあ り、問題を生ずる。

その際、データ交換 だけで な く売買の 目的物の引 き渡 しまでを含 めて受発注 システ ムをど

のよ うに構築するかによ って、いろ いろな差異を生ず る(特 に、当事者 間で どのよ うなデー

タ交換を行 うか は重要 である)。 そのよ うな受 発注 システムの構造(特 にデータ交換のあ り

方)の 差異 を考慮す ると売買契約 が どのよ うに して成立するか、さ らにどの時点 において成

立す るかについて基本契約の定め方 と して次 のよ うな3っ の類型を考え る ことがで きる。 さ

らに、 これか ら派生 して種 々の ヴァ リエー シ ョンがあ り得 るで あろ う。

すなわち、① 当事者 間のデー タ交換 によ ってのみ個別 的な売買契約 を成立 させる と定め

る類型、② 発注データに適合す る物 品の引 き渡 し、あ るいはさ らにその検収完了によって

個別的な売買契約を成立 させ ると定 め る類型 、③ 発注者が受注者か らすで に預か って いる

物品の使用(転 売などを含む)と 、その旨を通知す ることによ って個別的 な売買契約 を成立

させ ると定 める類型(例 えば、EIAJの コ ック方式(注1)委 託販売 などが この具体的な

例である)、 の3っ で ある。 さらに、第一の 当事者間のデータ交換によ ってのみ個別的な売

買契約 を成立 させると定め る類型 につ いて は、 データ交換 のや り方の観点か ら次のよ うな3

っのヴ ァ リエ ーシ ョンを考え ることがで きる。す なわち、(a)発 注デ ータの伝達 のみ によ っ

て個別的 な契約が成立す ると定 める類型(デ ータ伝達が単方向型)、(b)発 注データ及びそ

れに対応す る受注 データの伝達 によ り個別的契約が成立す ると定め る類型(デ ータの伝達が

双方 向型)、(c)発 注デ ータ及 びそれ に対応す る受注データを受けた発注者がさ らに受注デ

ー タに対応す る確認 デー タを伝達 す るこ とによ って個別 的な契約 が成立 す ると定 め る類型

(デ ータの伝達が双方向型)、 の3つ であ る。

以下 においては、デ ータの交換のみ によって個別的な売買契約が成立 す るとす る第一の類

型 を取 り上げ、その ヴァ リエー ションごとに考察す る(第 一の類型 のみを取 り上 げ、第二、

第三の類型を取 り上げないのは、第一の類型が電子取 引の もっとも典 型的な もので あり、第

二、第三の類型 におけ る電子 データの交換 にっ いて も第一の類型にっ いての考察が基本的に

妥 当す るもの と思われ るか らであ る)。

(注1)EIAJの コ ッ ク 方 式 と い う の は 、 商 品(製 品)の 継 続 的 な 取 引 に お い て 、 売

主 が 常 に 商 品 の 一 定 量 を 在 庫 と し て 買 主 の 所 に 置 い て お き 、 買 主 が そ の 商 品 を

使 用 し て い く た び に 個 別 的 な 売 買 契 約 が 成 立 し 、 そ れ に 応 じ て 、 売 主 が 在 庫 を

補 充 し て い く と い う 方 式 で あ る 。
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一
(2)'発 注 データの伝達のみ によ って個別的な契約が成立す ると定め る類型(デ ー タ伝達が単方

向型)

(a)個 別的な売買契約成立の仕組み

これは、発注者 が発注 データを伝達す ること、すなわち発注 デー タを受注者のメール ボ

ックスに記憶させ ることによ って個別 的な売買契約が成立 す ると定 める ものであ る。 そ し

て、契約の成立時点 は、発注 データの伝達時すなわ ち発注 デー タが受注者 のメールボ ック

スに記憶 された時点 とい うことになろう(注2)。

この類型で は、個別的な売買契約が成立す るためには、受注者が受注デー タを伝達す る

ことは もちろん発注 データを読む ことさえ も必要がない とす る点 に大 きな特色が ある。

(b)民 法 との関連

民法の一般的な理論では、両 当事者 の意思の合致 によ って契約 が成立す るとされてい る。

特 にここで問題 と してい るよ うな隔地者 間の契約 にお いて は、一方当事者の 申 し込み とそ

れ に対応する他方 当事者の承諾 によって契約が成立す るのが原則であ る(こ の ことを直接

明文で規定 した条文 はないが、契約の成立に関する521条 以下の規定 は申 し込 み と承諾の

合致 によ って契約 が成立す ることを当然の前提 と している といえ よ う)。 このよ うな考え

方か らすると、発 注者 か らの一方的なデータの伝達 だけで個別 的な売買契約が成立す る と

す るのはかな り変 則的である といわなければな らない。そ こで 、発注者 による発注 デー タ

が受注者のメール ボ ックスに記憶 され、かつ受注者が これ に対 し遅滞 な く(又 は基本契約

で定め る一定期 間内 に)、 発注 データに基づ く申込を拒絶 し、 また はその申込 内容 に異議

のある ことを通知 しない限 り売 買契約が成立す ると定 める こと も考え られ る(な お、後記

3.3に よる発注 データの取消 ・変更可能期 間を設けた場合 は、取消 ・変更が行 われ ないま

ま変更期 間を経過 した時に売買契約が確定する)。

(c)伝 達の意義

ここでは、個別的な売買契約 の成立要件 として発注デ ータの伝達 をあげている。伝達 と

い うことばは、受注者の メールボ ックスに受注データが記憶 され ることを意味す る もの と

して用 いている。

このよ うに、発注 デー タの伝達だけで個別 的な契約が成立す る とす る場合、受 注者側 で

発注データを見て いないのに契約を成立 させ てよいのか とい う疑 問を生 じる。そ こで、契

約の成立要件 と して は、発注 データの伝達では不十分であ り、受注者 が発注 データを メー

ルボ ックスか ら取 り出す ことを必要 とす る考え方 もあ り得 る(注3)。

一17一



民法97条 は、隔地者に対する意思表示 は、その通知 の相手方 に到達 した時か ら効 力を生

ず ると規定 し、判例、通説 によれ ば、意思表示 は相手方が了知可能な状態におかれ た時、

相手方 に到達 した と解 されて いる。 そこで、 この よ うな考え方を電子 データの交換 に当て

はめ るならば、発注デー タが受注者 のメールボ ックスに記憶 されれば、受注者 はいつで も

そのデータを読む ことがで きるので あるか ら、受注者の メール ボ ックスに発注 データが記

憶 された時 に、発注 データが受注者 に到達 した とみ ることは、一応法律論的 にはおか しく

ないといえ る。ただ し、発注デー タの到達のみを もって契約 が成立 した とす る点 に問題が

ある。たとえば、受注者 と しては到底受入れがたいよ うな大量 の商品の発注が一 度 に来た

よ うな場合 にも個別的 な売買契約 が成立 し、売主(受 注者)が その契約 に拘束 され るとす

れば、 このよ うな類型 は受注者 にかな りの不利益 を もた らす ものであるといえ る。 したが

って、受注者 と発注者 との間に大 きな経済力 の格差が あ り、 このよ うな基本契約 が受注者

に押 しつけ られてい るよ うな場合 には、独 占禁止法上不公正 な取引 として規制 の対象 にな

り得 るのではないか とい う問題が生ず るであろ う。いずれ にせよ、 この独 占禁止法上 の問

題につ いては今後の検討が必要で ある(な お、本報告書で は、他 の場所において も繰 り返

して独 占禁止法に対 す る配慮の必要 なことを述べてい る)。

具体的な契約の実例 として は、 「受信」ということばを、受注者が メールボ ックスか ら

発注 データを とり出す ことの意 味 に用い、そのよ うな意 味の 「受信」を個別契約の成立要

件 と している(し か も、受注者 が発注データを受信 して一定期 間内に異議を述べ なければ、

契約を成立 させる とす る)場 合 があ る。 また、VAN事 業者が介在 している場 合 に、 メー

ルボ ックスに入 って いる発注 デー タを受注者が取 り出 して いない場合、VAN事 業者が受

注者にアラームを出す こととしてい る例 もあ る。

なお、非常 に例外的な場合で はあ るが、通信途上での データの化けがあ る場 合、発信時

のデータ内容で契約を成立 させ るか、到達 時のデータ内容で契約を成立 させ るかを取 り決

め る条項が基本契約 に入れ られて いる例 もある。

(d)発 注データに対する異議

発注データに対 し受注者が異議のあることを通知 した場合は、通常両当事者間で協議が

行われ、発注内容を変更 して売買契約を成立させたり、売買契約を不成立 とするなどの選

択が行われている。 これ らの紛争の解決手続きについては必ず しも基本契約に定められて

いるわけではないようである(発 注データの伝達だけで個別的な売買契約が成立するので

あるから、本来、受注者は発注者の発注に対 して異議を述べる余地はないはずである)。

これ らは、現実的には電話連絡やファクシミリなど人手による手段で行 っていることが多
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く、場合 によ って は記録が残 らなか った り、電子デ ータとの間で矛盾や混乱 を生 ず ること

もあるので 、発注 データの変更、撤回、再送 等の処理によ って、売買契約の成否や正 しい

内容 を、電子 デー タ上 の記録 として残す配慮が必要である。

なお、発注 デー タに対 し受注者 か ら異議の 申出が なされた場合、両 当事者 に契約上協議

を義務づ け ることは、独 占禁止法上 の優越的地位の濫用 と して問題 とな らないか ど うか に

つ いて も検討 しな ければな らないであろ う。

(注2)基 本 契 約 に お い て 、 個 別 的 な 売 買 契 約 の 成 立 時 点 を 発 注 デ ー タ の 発 信 時 と 規 定

す る こ と も 考 え ら れ な い で は な い が 、 回 線 途 上 の 障 害 等 に よ り 発 注 デ ー タ が 受

注 者 の メ ー ル ボ ッ ク ス に 記 憶 さ れ な く て も 個 別 的 な 売 買 契 約 が 成 立 す る こ と に

な り 、 受 注 者 に と っ て 極 端 に 不 利 な 契 約 条 項 と い う こ と に な ろ う 。 こ の よ う な

不 公 平 を 是 正 す る た め に は 、 発 注 デ.一 夕 が 受 注 者 の メ ー ル ボ ッ ク ス に 記 憶 さ れ

る こ と を 条 件 と し て 発 注 デ ー タ の 送 信 時 に 個 別 的 な 売 買 契 約 が 成 立 す る と 規 定

す る こ と も 考 え ら れ な い わ け で は な い 。 し か し 、 こ の よ う な 法 的 構 成 は あ ま り

に 複 雑 で あ る と い わ な け れ ば な ら な い(メ ー ル ボ ッ ク ス へ の 記 憶 を 解 除 条 件 と

す る か 停 止 条 件 と す る か も 問 題 と な ろ う)。 し た が っ て 、 本 文 に 述 べ た よ う に 、

こ の よ う な 類 型 に あ っ て は 受 注 者 の メ ー ル ボ ッ ク ス に 発 注 デ ー タ が 記 憶 さ れ た

時 点 を 契 約 成 立 時 と 定 め る 方 が 望 ま し い で あ ろ う 。

(注3)こ こ で は 、 「取 り 出 し 」 と い う 用 語 は 、 受 注 者 が 自 己 の メ ー ル ボ ッ ク ス か ら 発

注 者 の 発 注 デ ー タ を 自 己 の 端 末 に 取 り 込 む(た と え ば デ ィ ス プ レ イ に 表 示 さ せ 、

あ る い は フ ァ イ ル に 記 憶 さ せ る)こ と を 意 味 す る も の と し て 用 い て い る 。

(3)発 注 データ及び それ に対応す る受注デー タの伝達によ り個別的契約 が成立 す ると定 める類

型(デ ータの伝達が双方 向型)

(a)個 別的 な契約成立の仕組 み

これは、 まず 、発注者による発注デ ータの伝達があ り、 それ に応 じて受注者が受注デー

タを伝達す ること、す なわち、受注 データが発注者の メールボ ックスに記憶 され ることに

よって個別 的な売買契約が成立 す ると定 ある もので ある。 そ して、契約 の成立時点 は、受

注デ ータの発信 時すなわ ち受注デー タが発注者のメール ボ ックスに向けて発信 され た時点

とい うことにな ろう(注4)。

(b)民 法 との関連

発注者 による発注 データの伝達を 申込、受 注者によ る受注 データの伝達を承諾 と解す る
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な らば、民 法の原則に もっとも忠実 な構成であ るといえよう。ただ し、契約の成立時点に

ついては、次 のような問題点があ る。民法で は契約 の成立時を承諾の発信時 と規定 してい

る(民 法526条1項)。 この よ うな考え方 か らすれば、契約の成立時点を受注デ ータの発

信時 と定 めるの は当然 の ことにな ろう。特 に本報告書が対象 としてい る受 発注 システムに

おいて は、取引の迅速性が一つの 目的 とな ってい るのであ ることか らすれば、十 分な根拠

がある ものといえる。 しか し、受 注デー タが発信 されて も、何 らかの障害 によ って発注者

のメールボ ックスに記憶 されない場合 に も個別的 な売買契約の成立 を認 め るよ うな契約条

項が妥 当か ど うかにつ いて は、取 引の慣行、信義則等の観点か らなお検討 する必要が あろ

う(注5)。

また、 この場合 に受注者が伝達すべ き受注 データの内容にっいて も契約上明 らか に して

お くべ きであ る。すなわ ち、 目的物、数量、価格な ど発注 データの 内容 に言及す る ことな

く単に 「発注者の発注デー タによる発注を受注 した」 ことを伝達すれば よいのか(た とえ

ば、 「○月○ 日の発注を受注 しま した」)、 発注 デー タの内容 をその まま受注デ ータとし

て伝達 す ることを必要 とす るか(た とえば、 「○ 月○ 日の発注 による製品○○ について○

○個の注文 を受注 しま した」)で あ る。 これは、受発注 システムの構築 と密接 に関連する

問題で あ り、今後検討 しなければな らないであろ う。

受注者 の意思を確認 し、併せてデー タ化 けの検査 、確認 もで きるとい う意 味で、発注 デ

ータのほか受注デー タの伝達を契約 の成立要件 とす る ことが
、 より確 実な方法 とされてい

るが、実 際に利用 されて いる例 は少 ない。利用が少 ない理由は、発注 デー タに対 してその

つど受注 データを入力 し伝達 す ることに相 当の費用を要す ること、実務上 デー タ化 けはか

な り希 な場合であ り、仮 にあ った として も、経常的 な発注データの流れ の中に異例 のデー

タがあれ ば、関係者 にす ぐわか るために、その ことが大 きな損害を受発注 当事者 に もた ら

す もので はない とい う事情 があ るか らであ る。

なお、㈱全国下請企業振興 協会 の 「オ ンライ ン発注標準取引契約書 」第4条 には、本 シ

ステムによる個別的な契約 は、発注者が受注者 に 「本 システムによ り発注 内容 を通知 し」、

受注者が 「これを遅滞な く確認 し、その内容 について承諾す ることによ り成立す る。」 と

あるが、 「承諾」 に関 しては下請法3条 によ る書 面交 付ない しこれ に替 るデータ送信 は要

求 されていないので、実 際には基本契約で、一定期 間内に不承諾 の意思表示が なければ、

承諾 した もの とみなす とい う約定を行い、承諾 の意思 表示を電子 データと して送信 しない

で処理 している事例が多 い。

発注デー タと受注デー タの内容が一致 しない場合 、ど うす るか とい う問題が あるが、た

とえば、発注 データの内容 に変更を加 えた内容 で受注 データが送信 され た場合 には、 もし
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発注 データを申 し込 み、受注 データを承諾 と構成す るな らば、受注 データは申 し込 み に変

更を加 えた承諾であ って、新たな申 し込み と考 えることがで き、受注 デー タの内容に従 っ

て発注者 が新 た な承諾 をすれば、個別的 な契約 が成立 す る ことになろ う(民 法528条 参

照)。 そ こで 、双方向型の契約を選択 した場合 には、以上の よ うな内容の条項を基本契約

で定 めてお くことがが考え られ る。

(注4)本 文 に 述 べ る よ う に 、 民 法526条1項 は 、 隔 地 者 間 の 契 約 に つ い て 承 諾 の 発 信

時 に 契 約 が 成 立 す る と 規 定 し て い る 。 そ こ で 、 第 一 次 的 に 、 本 文 に あ る よ う に

承 諾 と み ら れ る 受 注 デ ー タ の 発 信 を も っ て 契 約 の 成 立 時 点 と す る 契 約 条 項 を 考

え た の で あ る 。 し か し 、 発 注 者 の 発 注 デ ー タ に 応 じ て 受 注 者 に よ る 受 注 デ ー タ

が 伝 達 さ れ た 時 点 、 す な わ ち そ の 受 注 デ ー タ が 発 注 者 の メ ー ル ボ ッ ク ス に 記 憶

さ れ た 時 点 を 個 別 的 な 売 買 契 約 の 成 立 時 点 と 定 め る こ と も 十 分 に 可 能 で あ ろ う 。

(注5)個 別 的 な 売 買 契 約 の 成 立 時 点 を 受 注 デ ー タ の 伝 達 時 と す る こ と も 可 能 で あ り 、

検 討 に 値 す る(前 出(注4)参 照)。

(4)発 注 データ及びそれに対応す る受注デー タを受 けた発注者が さらに受注 データに対応 す る

確認 データの伝達 によ って個別的な契約が成立 す ると定あ る類型(デ ー タの伝達が双方向型)

(a)個 別 的な売買契約の仕組み

これは、発注者 による発注 データ及 びそれ に対応す る受注 データの伝達だけでは個別 的

な売買契約 は成立せず、 さらに受注デー タに対応す る発注者 の確認 データの伝達、すなわ

ち確認 データが受注者 のメールボ ックスに記憶 され ることによ って売買契約が成立す ると

定ある ものであ る。そ して、契約の成立時点 は、確認デ ータの伝達 時すなわち確認 デー タ

が受注者 のメール ボ ックスに記憶 され た時点 とい うことになろ う。

(b)民 法 との関連

申 し込み と承諾 によ って契約 の成立す るとい う民法の原則的な考 え方 か らす ると、発注

デー タを申 し込みの誘 引、受注デー タを申 し込み、確認デ ータを承諾 とと らえる もの と考

え られ る。 あるいは、発注 データを申 し込み、受注 データを承諾 と構成 しなが ら、契約 の

成立要件 として 当事者間の合意 によ って確認 データの伝達 を成立要件 と して付加 した もの

と解す ることもで きよ う(細 か くいえば、確認 データの伝達 を停止条件 とす るか解除条件

とするかの問題 があ る)。 このよ うに、2通 りの考え方がで きるが、いずれが よ り妥 当な

法的構成であ るか についてはさ らに検討を要す るであろ う。

個別 的な契約の成立時点にっいては、必ず しも上記 のよ うな考え方 によ らな ければな ら
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ない ものではない。すなわ ち、確認 データの発信時点 と考え る ことも可能であろ う
。特 に、

確認 デー タを民法上 の承諾 と解す るな らば、 このよ うな考え方の方が民法526条1項 に適

合する ものといえよ う。

(5)電 子デ ータと文書 データとの関係(相 違 ・矛盾 ・優劣関係)

基本契約 に基づ きなされた同一の個別的な売買契約に関 して、電子 データと文書デ ータが

存在 し、相互の間に相違 、矛盾が存在す る場合 には、 どのよ うな内容の契約が 当事者間に成

立 したのかが明瞭でない ことになる。た とえば、発注者の発注 した 目的物 の数量 について電

子 デー タと文書 データとの間に くい違 いが ある場合などである。 このよ うな場合には、どの

よ うな内容 の個別的な契約が成立 したのか を確定す る必要があ る。抽 象的にいえば、契約 当

事者の意思解釈の問題であ る。すなわ ち、 当事者 がどのよ うな内容の契約を意図 して いたか

とい うこ とを探求 しなければな らない。換言すれば、 当事者が どのよ うな意思表示 を したか

によって(電 子 データあ るいは文書デ ータによ って)個 別的に判 断され るべ きものであ って、

一般論を ここで述 べることはで きない
。 も し、両 当事者が電子 データを基礎 として契約 を し

ていたのであれば、契約 の内容 は電子 デー タによることになろ う。反対 に、両 当事者が文書

データを基礎 として契約 を して いたので あれ ば、契約内容 は文書 データによる ことになろ う。

問題は、両当事者の意思が くい違 っている場合であ る。特 に、発注デ ータの伝達だけで個別

的な売買契約が成立する とい う契約方式 を取 る場合 には、発注者の意思 だけを問題 とす れば

よいのか とい う疑問を生ず る。

そ こで 、基本契約 の中で このよ うな場合の解決手続 きを明文 で規定 してお くことが考 え ら

れる。例えば、文書 データと電子 データとの間に齪頗があ るときには、電子デー タによると

定 めることが考 え られ る(本 来電子デ ータの交換 によって契約 を締結をす ることを予定 して

いるのであ るか ら、電子 データを優先 させて も必ず しも不 当 とはいえな いであろ う) 。あ る

いは、 このよ うな場合には、当事者 間の協議 によって契約 内容 を明確 にす ると定め ること も

考え られ る。 いずれにせ よ、当事者 間において契約の内容が確定 した場 合には、それに合わ

せて誤 ったデータを修正 してお くことが望 ま しい といえよ う。

(6)事 前の交渉

当事者 にとって、個別的な売買契約が特 に重要 であ って、その履行が確実 にな され るよ う

に契約の成立す る前 に(多 くの場合 に発注前に)、 納期の照 会など事前 の交渉を行 うことが

必 要な場 合が あ る。 しか し、 この よ うな事前の交渉(電 子デ ータの交換 その他 の方法 によ

り)の 頻 度が多ければ契約 の費用がかか るので 、受発注 システム上、 この よ うな事前 の交渉
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の手段 をどの よ うに取 り入れるか は選択 の問題で ある。

したが って、事前 の交渉に関 して基本契約 の中に条項をお くことは必ず しも必要で はない。

しか し、事前 の交渉 に関 して基本契約の中に規定 をお く場合 には、当事者 間で どのよ うな事

項 について事前 の交渉 を行 うか、さ らに事前 の交渉の結果を どのよ うに電子 データ交換 の手

順 の中に組み込むかについて も(特 に、事前の交渉が電話、 フ ァクシ ミリな どで なされ る場

合)規 定 してお くことが望 ま しい。

(7)発 注デー タ、受注 データ、確認 データに表示すべ き事項

基本契約 においては、発注デー タ、受注デー タ及 び確認 デー タの内容、す なわ ち、 これ ら

のデ ータに表示 すべ き事項を明記す ることが必要 である。例 えば、発注 データに明示す べき

事項 と して は、売買の対象 とな る商品(製 品)の 種類及 びその数量、納期 、納入場所、価格

等が ある。 さ らに、取引の特性か ら当事者 間において これ ら以 外の事項を表示すべ きもの と

して定 める こと もあろ う。発注 データの一部 につ いて、すで に当事者間において合意が成立

してい る場合 には(例 えば、電話、 フ ァクシ ミリなどの手段 によって)、 それ らの事項を発

注デー タに表示す る ことを省 略す る ことがで きるとす ることも考 え られ る。 しか し、具体的

な契約の実例 の中には、あ らか じめ包括的 に合意 した価格 にっ いて も発注のた び毎に発注デ

ータに含めて入力 し、確認の便に資す るように している もの もみ られ る。

なお、実務 において は、価格 について個別的な売買契約の時点 に は決定せず に、契約成立

後 当事者 間の交渉 によって確定す るとい う場合 もあるよ うであ る。そ もそ も、価格が決定 さ

れていないのに、契約が成立 したと評価 してよいのか多少問題があ る(注6)。 もし、価格

の決定方式 につ いて 、 このよ うに後か ら交渉す る方式 を採用す るので あれば、個別的な売買

契約の成立時を発注 データの伝達時で はな く、価格の決定時(そ の時点か ら当事者 は契約に

拘束 され る)と す るな どの配慮 が必要であろ う。売買 された 目的物 の価格 を後か ら当事者の

交渉 によって決定す るのが実務慣行であると して も、それによ って一方 当事者が著 しく不利

益 を被 る とすれば、不公正 な契約 と して独 占禁止法上の問題を生 ず るおそれがある。

受注 デー タ及 び確認 データにっ いて も、発注 データと同 じよ うにどの ような事項 を表示す

べ きかが問題 となる。特 に、受注 データとしては単に 「受注 した」 旨を、あ るいは確認デー

タと しては単 に 「受注 を確認 した」旨を伝達 すれば足 りるのか、 それ と も受注デー タの中に

発注 データの具体 的な内容を繰 り返 して表示 し、あるいは確認 デー タの中に受注デ ータの具

体的 な内容(し たが って発注デー タの具体的な内容)を 繰 り返 して表示 しなければ ならない

のかは重要 な問題であ る(注7)。 「受注 した 」旨あるい は 「受 注を確認 した」旨だ けで も

当事者 の意思の伝達 と しては十分で はあるが、 データ内容の くい違いな どか ら、何 らかの事
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故の発生を推測で きることを考慮 に入れ ると、相手方のデー タの具体的な内容を繰 り返 して

表示す る方が望ま しいといえよ う。 また、そ うす ることによ って、当事者間にお ける電子デ

ー タの内容をあ ぐる紛争を避 けることがで きるであろ う
。 いずれ にせよ、当事者間の基本契

約 の中で どのよ うな事項を受注 データあ るい は確認 デー タとして相手方 に伝達すべ きか につ

いて規定 してお くべ きであろ う。

(注6)一 般 に 、 契 約 の 成 立 時 点 に お い て 価 格 に っ い て 確 定 し た 数 値 で 示 さ れ る 必 要 は

な い が 、 遅 く と も 契 約 の 履 行 時 点 に お い て は 価 格 が 客 観 的 に 確 定 で き る よ う な

合 意 が 契 約 の 成 立 時 に 存 在 し て い る こ と が 必 要 で あ る と 解 さ れ て い る(柚 木 馨

編 ・ 注 釈 民 法 ⑭91頁 、 来 栖 三 郎 ・ 契 約 法145頁 等)。 例 え ば 、 株 式 の 売 買 に

お い て 、 そ の 価 格 は 履 行 日 の 相 場 に よ る と 定 め る の が そ の 例 で あ る 。 も っ と も 、

契 約 成 立 時 に 価 格 が 決 定 さ れ て い な い 場 合 に は 、 当 事 者 が 時 価 で 売 買 す る 意 思

が あ る も の と 推 定 し て も よ い と す る 見 解 も み ら れ る(我 妻 栄 ・ 債 権 各 論 中 巻 一

(民 法 講 義V2)254頁)。

(注7)な お 、 本 報 告 書 で は 、 「着 信 通 知 」 、 「受 信 通 知 」 の 用 語 も 用 い て い る が(3.

2〔4〕)、 こ れ と 受 注 デ ー タ と は 区 別 さ れ な け れ ば な ら な い 。 す な わ ち 、 「着 信

通 知 」 は 、 単 に 相 手 方 の デ ー タ(例 え ば 発 注 デ ー タ)が 伝 達 さ れ た こ と 、 換 言

す れ ば 自 己 の メ ー ル ボ ッ ク ス に 言己 憶 さ れ た こ と を デ ー タ の 送 り 手 で あ る 相 手 方

に 通 知 す る に と ど ま る も の で あ る 。 ま た 、 「受 信 通 知 」 は 、 相 手 方 の デ ー タ

(例 え ば 発 注 デ ー タ)が 伝 達 さ れ た こ と だ け で な く 、 そ の 内 容 を 理 解 し た こ と

・を デ ー タ の 送 り 手 で あ る 相 手 方 に 通 知 す る も の で あ る 。 し た が っ て 、 こ れ ら の

通 知 は 「受 注 デ ー タ 」 と 異 な り 、 相 手 方 の デ ー タ に 対 し て 同 意 す る 意 味 を 含 む

も の で は な い(例 え ば 受 注 デ ー タ に は 発 注 デ ー タ に 同 意 す る 意 味 が 含 ま れ て い

る)。

3,2発 注デ ータに関す る事故 と通知 ・確認(注1)

前述のよ うに、個別的な売買契約の締結 に関 しては、通信 その他の費用を節約す る目的で発

注に対応す る受注 データの伝達 を行わず、発注デー タの伝達 のみ によ って個別的 な売買契約が

成立す る方 式が考え られてい る。

ただ この方式 にお いて は、特 に システ ムの障害あ るいは発注 データの伝送途上の事故(例 え

ば、発注 デー タが受注者 に伝達 されない場 合、発注 デー タの一部が途 中で変 わ って しま った場

合、などが考 え られ る)、 あ るいは発注者 の入力 ミス(例 えば、数字キ ーの押 し間違 い、 など

が考え られ る)に よって発注者の正 しい意思 が受注者 に伝達 されない場合に(あ るいは発注者
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の意思 と異な る内容のデータが発注 データと して受注者 に伝達 され た場 合に)、 その ことを契

約当事者が早い段 階で知 ることが困難である。 したが って、いかに して これ らの事故 を早期 に

発見するかが システ ムの構築上重要 な課題 となる。 もと もと単方 向型のデー タ伝達 によ る契約

の締結方式 なのであ るか ら、事故 の早期発見にっ いて可能な範囲内において適切 な方法 を考 え

るのはかな り難問であ る。例 えば、当事者 にメールボ ックスその他 システ ム全体 についての監

視義務を負わせ ること も考え られないわ けではないが、費用負担の点で問題 があ るよ うに思わ

れ る(デ ー タ交換を単方向に して費用 を節約 しよ うとした当事者の意図が達成 されない ことに

なるか らである)。 結局、事故 の発生す る確率 と事故の検知 システムの費用 ・手間を考慮 にい

れて、デ ータ伝達が単方 向型が望 ま しいか、双方 向型が望 ま しいか とい う政策的 な検討が必要

であるよ うに思 われ る。

本報告書では、発注 データの伝達 によ ってのみ個別 的な売買契約が成立す る方式 を前提 とし

て誤 ったデータの取扱 いにつ いて も発注データに限 って考察 しているが、受注 デー タあるいは

確認データの誤 りについて も発注 データの誤 りと同 じよ うな考察が必要である。 さ らには、発

注者が発注の意思を決定 するのに際 して、その前提 とな る見積 り情報な どのデータの誤 りが あ

った場合 に も、それに基 づいて成立 した個別 的な売買契約の効力が問題 とな る(具 体 的に は、

後述す るよ うに錯誤、等が問題 とな る)。

(注1)本 報 告 書 で は 、 通 常 の 用 語 法 と は 異 な り 、 「事 故 」 の 概 念 を 広 く と ら え 、 そ の

中 に デ ー タ の 発 信 者 の 入 力 ミ ス も 含 め て 考 察 し て い る 。 入 力 ミ ス の 場 合 も そ

の 他 の 事 故 の 場 合 も 発 注 デ ー タ の 客 観 的 な 意 味 内 容 に 対 応 す る 発 注 者 の 意 思 が

存 在 し な い と い う 点 で は 共 通 し て い る か ら で あ る 。

(1)基 本的な考 え方

発注デ ータを発注者が端末か ら入力 し、そのデー タが通信回線を経 て受注者の メールボ ッ

クスに記憶 され るまでの間にさまざまの事故を生ず る可 能性がある。事故の態様 としては、

① 発注者の発注 デー タが受注者 のメールボ ックスに記憶 されない場合 と、② 受 注者 の メ

ールボ ックスに記憶 された発注 データに対応す る発注の意思が発注者に存在 しない場合、の

2つ に大別 され る。前者の例 としては、発注 データが発注者の端末か ら受注者 の メール ボ ッ

クスに向けて伝送 されない場合 、発注デー タが伝送の途 中で消失 した場合 、発注 デ ータが誤

って第三者の メール ボ ックスに伝達 された場合、 などが ある。後者の例 と して は、 同一の発

注 データが誤 って二重 に受注者に伝達 された場合、無権 限者 によ る発注デ ータが受注者 に伝

達 された場合、誤 って入力 された発注 データ(発 注者 の意思 に基づか ない)が 受注者 に伝達

された場 合、発注 データが途中で変化 して(い わゆ るデー タ化 け)受 注者 に伝達 され た場合 、
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などがあ る。

これ らの事故の原因 として はいろいろな ものが考え られ るが、大 き く分 けると システムの

障害 と端末 の操作 ミスとに分 け られ る。 システムの障害 として は、ハー ドウ ェア、 ソフ トウ

ェア及 び回線の障害がある。 システ ム障害の原 因にはさ らに、① 落雷、地震、洪水 などの

自然災害、② 失火やハ ー ドウェア設計、プ ログラム開発 に関す る ミスなど人為的な過失、

③ 暴力行為や ウィルスの投 入な ど第三者 による意図的 な不正な加害行為な どが考 え られ る。

これ らの原因 について、責任 の観点 か らみる と、受発注当事者のいずれかの責任 に帰すべ き

場合 とそ うでない場合(そ の中で も第三者 の責任に帰すべ き場合 と不可抗力の場合 とがあ り

うる)と があ る。

操作 ミスの主要 な ものは、キーの押 し間違 いや コー ドの とり違 いによる誤 入力で ある。

また、発注者 の発注意思を決定 した動機 に誤 りがあ ったために、発注者が誤 った発注を した

よ うな場 合に も実務上は しば しば紛争の原因 となる。 これは、厳密 には操作 ミス とはいえな

いが、入 力された発注データに対応す る発注者の意思が欠 けて いるとい う点で は操作 ミス と

共通す る問題であ る(操 作 ミスは、多 くの場合いわゆ る表示上の錯誤あ るいは内容の錯 誤 と

考 え られ るが、動機の誤 りは、動機の錯誤 と考 え られ る)。

双方 向型の データ交換 によ って個別的な売買契約が成立す る方式 によ って取引を行 う場合

には、発注者 は受注データの有無やその内容によって、何 らかの事故が存在す ることを推測

す る機会 を持つが、単方向型のデ ータ交換 によ って個別的 な売買契約 が成立す る方式 によ っ

て取 引を行 う場 合はそのよ うな機会 がない。そ こで、受注者側か らの着信 ない し受信 の通知

や、異常 データに関す る照 会確認 な ど、 システム上 にお いて このよ うな事故の発生 を迅速 に

発見 し、それに対処す る方策 を講 じてお くことが、事故 によ る損害の発生、拡大を防止す る

ために有用であ る。 ただ、受注者側 に このよ うな通知、紹 介を義務づ けることは、発注 デー

タの伝達だけで個別的な売 買契約 を成立 させるとい う契約方式 の利点 を減殺す る もの といえ

よ う。 したが って、 このよ うな方策 を基本契約の中で どこまで定 め るか は十分に検討 しなけ

ればな らない。

さらに、発生 した損害を受発注 システムの当事者 間で どのよ うに負担す るかについて も基

本 契約の中で定 めてお くのが望 ま しいで あろ う。特 に、事故 の原 因が解明で きず 、その帰資

性 を明 らかにで きない ことが少 な くない ことが予想 され るだけに、責任分担のルールを定 め

てお くことは重要な意義を有す ると思われ る。 しか し、事故 によ る損害を関係当事者の 間で

どのよ うに負担す るかにつ いて は、 これ まで多 くの議論が なされ ているが、いまだ見解 の一

致 をみていないとい ってよい。 したが って、現在の段階においては、基本契約の中で損失の

分 担にっ いて定 めることが有意義で あ り、望 ま しいといえるに とどま り、具体的にどの よ う
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な基準に従 って負担の方法を定めれば当事者間の公平に合致するかを明確に示す ことはでき

ないといわなければな らない。

(2)事 故の態様

(a)売 買契約の方式 と事故の検知

事故の態様 には種 々の ものがあるが、発注 データが発注者 の端末 によ って入力され る時

か ら受注者のメールボ ックスに記憶 され、受注者がその内容 を了知す る時 までの間に、発

注 データに関 して生ず る事故に限 っていえば、その主要な ものは、デー タの消失、送信 の

遅れ、誤配な どデー タその ものの伝達 に関する事故 と、デー タの誤入 力、データ化けなど

デー タの内容に関す る事故があ る。

実 際には伝達上 の事故や データ内容 の誤 りは、受注デ ータ、確 認デー タあるいは発注 デ

ー タに先立つ計画情報(発 注の見込み情報) 、見積 り情報な どについて もあ りうるのであ

って、 これ らの事故 の検知やそれか ら生ず る損害 の回避のための措置 も必要 となるが、 こ

こで は発注 データに限定 して考察す る(こ こで も発注 データに関す る考察が基本的 に他 の

デー タに も当ては まると思われ る)。

発注 データに関す る事故が特 に問題 となるの は、受注 データの伝達を行 うことな く、発

注 デー タの伝達のみによ って契約を成立させ る場合で ある。受注 データが伝達 され る場合

は、その伝達の有 無、 タイ ミングや、受注 データと共 に伝達 され る発注 データの内容を見

ることによ って、発注者 は事故を検知す ることがで きるが(必 ず とい うわ けではないが)、

受 注デ ータの伝達を要 しない場合 には、発注者 は上記 のよ うな事故 を発見す る機会 を持 た

ないか らである。

(b)発 注データの伝達によって売買契約を成立させる場合の事故の態様

発注データの伝達によって個別的売買契約を成立させる方式をとる場合に、システム障

害や操作 ミスによって生 じうる事故ないしトラブルの態様を例示すると次のようになる。

・データ消失

発注 デー タが受注者の メール ボ ックスに記憶 され ることによ って個 別的な売買契約が

成立す るのであ るか ら、受注者の メールボ ックスに記憶 され る以前 に発注 データが何 ら

かの理 由によ り消失 した場合 には、個別的な売買契約 は成立 しな い もの と考え られ る。

発注 データが受注者 のメール ボ ックスにい ったん記憶 された後 にそのデータが消失 し

た場合 には、発 注データが伝達 されたのであ るか ら、個別的 な売買契約 は成立 した もの
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と考え られ る。 しか し、 この場合 には、受 注者 は発注 データの内容を知 り得 ないのが通

常であ るか ら、債務 を履行 しないまま契約上 の履行期が経過す る可能性があ る。ただ こ

の ような債務不履行につ いて、受注者が当然 に債務不履行責任を負 うもので はない。 す

なわ ち、債務を履行 しない ことが、債務者(=受 注者)の 責 に帰すべ き事由によ るもの

といえるか どうかによるか らで ある。受注者 に無関係の原因で発注 データが受注者 のメ

ール ボ ックスか ら消失 した場合(特 に
、本報告書 において は、受注者の メール ボ ックス

は発注者の下 に置かれて いる ことが想定 され ている)、 受注者 に債務を履行 しない こと

について帰責事由があるとはいえないであろ う。

・データ伝達の遅延

個別的な売買契約は発注データの伝達時、すなわち受注者のメールボックスにそれが

記憶 された時点に成立するのであるから、その伝達が遅延すれば、個別的な売買契約の

成立 も当然に遅延する。

・デ ータの二重伝達

発注 データが二重 に伝達 され るのであるか ら、外観上個別的な売買契約が2つ 成立 す

ることにな る。そ こで、 その法的な評価が問題 となる。一方 にっいて は有効 な売買契約

が成立す ると思われ るが、他方 については、発注 データに対応する発注者 の意思が存 在

しないのであ るか ら、売買契約 は不成立 あるいは錯誤 による無効の もの と考 え られ る。

・データの誤配

発注データが受注者以外の者へ誤配された場合には(こ のような事故は、受注者 とな

りうる者が複数存在する場合でなければ、発生 しないであろう)、 発注者が本来契約の

相手方として意図 していた受注者との間では、発注データが伝達されていないのである

から売買契約は成立 しないと考え られる。 しか し、発注データの誤配された相手方 との

間には外観上個別的な売買契約が存在することになる。 しか し、発注者にはその相手方

と売買契約を締結する意思がないのであるか ら、その売買契約は不成立あるいは錯誤に

よる無効のものと考え られる(特 に、誤配された相手方 も発注者と通常取引関係にない

場合には、相手方にも契約締結の意思がないと考え られ、その当事者間に有効な個別的

な売買契約が成立 したと解することはできないであろう)。
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・デ ータ化 け

まず、外観上 は受注者 に伝達 された発注デ ータに従 って個別的 な売買契約が成立す る

と考え られ る。 しか し、伝達 された発注 データは、発注者 の意図 していた もの と内容が

異 なるデータに変化 しているのであ るか ら、その契約について錯誤 の問題 を生ず ると考

え られ る。

・誤 入力

この場合 に も、 デー タ化 けの場合 と同 じように考 え られ る。すなわち、外観上受注者

に伝達 された発注 デー タに従 って個別 的な売買契約 が成立す ると考え られ るが 、成立 し

た契約の 内容が発注者の意思 に合致 していない場合であ る。 ただ し、デー タ化 けの場合

と異 な って、発注者の入力 した発注 データと受注者 に伝達 され た発注 データとの間に組

踊 はな く、発注者の過誤 によ りその意図 と異 なる発注デ ータを入 力 したにす ぎな いので

あ る。 したが って、契約 について錯誤の問題 として処理す ると して も、単純なデ ータ化

けの場 合 とは異 な った考慮が必要であるように思 われ る。

・メール ボ ックスか らのデー タの取 り忘れ

これ は、必ず しも事故 とはいえ ないが、 この よ うな事 態 も想定で きないわけで はない。

この場合 には、発注デ ータが受注者 に伝達 されて いるのであ るか ら、個別的な売買契約

が成立す る ことにはなん ら問題はないであろ う。 ただ、事実上受注者が 申込内容を知 ら

ない状態 となるので、 そのまま契約 の定め られた履行期が経過す ると債務不履行の問題

を生ず る。それ にっいては、受注者のメール ボ ックスにいったん記憶 され た発注 データ

が受注者の知 らない うちに消失 した場合 と同様であ る。す なわ ち、受 注者が債務不履行

責任 を負 うか どうか は受注者 に帰責事由が あるか ど うかによ ることにな る。受注者 のメ

ールボ ックスか らのデ ータの取 り忘れの場合 には、 データの消失 の場合 より も受 注者 に

帰責事 由が あると判断 され易いであろ う。

(3)発 注 データに関す る事故 の発見方法

現実 の電子取 引においては、契約 に要す る費用の節約、等 の理 由か ら、発注 デー タが受注

者に伝達 された場合 には、受 注者 か らの拒絶又 は異議の ない限 り、受注デー タを必要 とせず、

発注デー タの伝達のみ によって個別的な売買契約 を成立 させ る方式が有力であ り、将来 もこ

の傾向 は持続す ると思われ る。そ こで、上述のよ うな発注 データに関する事故を迅速 に発見

し、それ に対処す る方法 を講ず る ことが システ ム上重要 な課題 とな る。
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(a)デ ータ伝達上 の事故の発見方法

発注デー タの消失、伝達 の遅延 、二重伝達、誤配 、メール ボ ックスか らの発注 データの

取 り忘れ等 をチ ェックする方法 と して、 いわ ゆる消 し込み方式が一般的 に採用 されてい る。

すなわち、受注者の メールボ ックスに記録 された発注 データを一定期間保存する ことを前

提 として、受注者がメール ボ ックスか らデ ータを取 り出 した ときにはそのデータを消 し込

み、消 し込 まれたデータはフラグによって知 りうるとい う方法 である。 このよ うな方 法に

おいては、発注か ら一定の期間が経過す るまでは、発注者が メールボ ックスに記録 され、

また消 し込 まれた発注 データの状 況を後か ら確認す ることによ って、上記 のよ うな事故 の

発生 を推測す ることがで きるよ うに システ ムが構築 されている(も ちろん あ らゆ る類型 の

事故 に対応で きるとい うわけではないが)。 また、当事者 間の合意 によ って、発注 デー タ

が正 しく処理 されて いることの確認 の方法 として 自動処理 によって必要 な件数の情報等を

受注者か ら発 注者 に通知 させる ことを定あ ること もで きる。

(b)発 注デー タの誤 りの発見方法

入力 ミスによる発注デー タの誤 りやデータ化 けの発見方法 と しては、技術的にいろいろ

な ものを考え る ことがで きる。 したが って、具体的な システ ムにおいて は、費用 と効果を

比較考量 して 、どのよ うな方法を選択す るかの問題 である。例えば、発注 データの数値を

合計 したデータを受注者が発注者 に伝達す ることによ り、発注者がその データと自己の発

注デー タとを照合 し、何 らかの事故 の発生を発見 しうるようにす ること、等の方法が工夫

されている。

例 えば、一つの典型的 な例 と して、電子機器のセ ッ トメーカーによる部品発注の例をあ

げ ることがで きる。 この ような取 引 にお いて は、当事者間で合意 され た納期における目的

物の欠品や未納 は発注者の生産計 画 に少なか らぬ支障を きたすため、発注者側の担当者か

らの問 い合わせや確認が電話や フ ァクシ ミリによ り緊密に行 われ、発注デ ータの誤 りだけ

でな く、デ ータの伝達上の事故 も含めて さまざまな事故の検知 やそれか ら生ず る損 害の回

避が図 られてい る。 このよ うな例 にお いて は、事故の発見方法 にか な りの工夫を してい る

もの といえよ う。

しか し、現実の電子取引では、契約締結 費用の節約の要請 か ら、 データの誤 りを検知 す

る方法 は部分的に採用 されてい るに とどま っている場合が少 な くない。 もっとも、実際に

データの誤 りが生 じた場合 に、 それか ら当事者 間の紛争 に発展す る例 はそれほど多 くはな

い と思われ る。その背 景には、実務 の慣行か らくる次のよ うな事情があ る。

すなわ ち、 このような受発注 システ ムは継続的 な取 引で あるために、デー タの誤 りが生
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一
じて も、その後の取引の中で誤 りを解消 してい く方法が取 られていることであ る。

その典型的な例 と して、 日用 品雑貨の卸売業が メーカーに商品を発注す る取引をあ げる

ことがで きる。 この よ うな取引において は、量産品の在庫補 填のための発注が継続的 に行

われているとい う取引の性質か ら、納期 に欠品、未納 のあ る場合であ って も、 その後商品

の手当てので きた ときに後か ら納品す るとい う受注残方 式が取 られてい るのが通常で ある。

したが って、発注 データの誤 りが仮 に生 じた として も、紛争 にな ることはそれ ほど多 くは

ない。 もっとも、 このよ うにいえ るのは、データの誤 りが商品の数量 に関す る場合(特 に、

発注者の意図 したよ りも数量が少ないデータが受注者 に伝達 された場合)で あ る。 このよ

うな取引形態 を取 る場合で あ って も、発注者 の意図 して いたよ りも多 い数量 のデー タが発

注 データと して受注者 のメールボ ックスに記憶 され た場合 には、紛争が生 じない とはいえ

ないであ ろう。特 に数値 の誤 りが発注者の予想 を超え るよ うな場合には、それ以 後の個別

的な売買契約によ って修正す る ことがで きない場合 もあろ う。 また、数量でな く、商品の

種類 に関す るデ ータの誤 りについて も、後か らの取 引によ って修正する ことは必ず しも容

易 ではないと思われ る。

さ らに、将来、生産、流通 の基本的方法 として、多 品種少量生産及び在庫量の極小 化へ

とい う動 きが増大 してい くと、 これ に伴い商流におけ る発注件数 、頻度 も増加 してい くで

あろ う。 そ うす ると、受発注費用 の軽減等の目的か ら、受 発注 システムにおける電子化率

は一層拡大 して い くもの と思われ る。その結果、現在 行われてい るような電子 データの交

換によ らない(す なわ ち、電話、 ファクシ ミリなどによ る)マ ニ ュアル的な情報 の連絡や、

発注者における経常 的に一定量の在庫 を保有す ることによ って紛争を防止 する ことが次第

にな くな るので はないか とい う予想 もで きる。

以上のような将来の予想される動向は、一方では、今後物品の売買等の継続的な取引にお

いて、個別的な売買契約を迅速に確定させ、その履行をより確実な ものとする必要性を増大

させるものと考えられる。 しか し、他方では、個別的な売買契約の不成立や不履行の原因 と

なる事故を検知することに関しては、上述のような人が介在 して行 う監視がより一層困難 と

なるであろう。また、 システム上において発注データの誤 りを検査することにも費用の観点

から限界のあることも否定できないものと思われる。

したがって、何 らかの事故により、発注者の意図とは異なる発注データが受注者のメール

ボックスに記憶された場合に、どのような内容の個別的な売買契約が成立 したと解すべきか

について、法的見地か ら検討する必要がある。そのような法的な検討を前提に、事故が生 じ

た場合にっいて当事者間の公平がはかられるような紛争処理手続 き(当 事者間に生 じた損害
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の公平な分担を含めて)を 基本契約に定めることが重要な課題である。

(4)発 注データに関す る事故検知の ための通知 ・確認

以上のような理 由か らす ると、費用 の観点か ら実現が可能 で、かっよ り効果的な事故検知

の方策を講ず ることが システムの構築上重要な課題 となるが、当事者 間の通知 ・確認 の面 に

関 しては、次のよ うな対応方法が考え られ る。

(a)当 事者間の通知

まず、第一に、発注データが伝達された旨を受注者が発注者に通知する方法が考えられる

(以下においては 「着信通知」(注2)と いう)。

発注データについてその着信通知を要求することの利点は、発注者が発注データを発信

したにもかかわ らず、受注者か ら着信通知が届かない場合には、発注データが伝達 されな

かったこと(発 注データの消失、誤配等)や 遅延 して伝達 されたことを知 り得ることであ

る。

これに反 して、受注者に着信通知を行 う義務がない場合には、発注者は上記の状況を知

る機会がないので、当事者間の緊密な連絡がない限り、このような事故を検知することが

困難 となる。

発注データの伝達に事故があった場合は、発注者に契約の不成立や遅延による損害を生

じうるが、それが発注者自身の責に帰すべき事由によるものであれば、その損害は発注者

が甘受 しなければな らないであろう。 もし、その損害が受注者の帰責事由によるものであ

れば、発注者は受注者にその損害の賠償を請求できる可能性がある。ただその責任の根拠

については、十分検討 しなければならない。個別的な売買契約は成立 していないのである

から、基本契約上の債務不履行の問題 と考えるか、個別的な売買契約締結上の過失の問題

と考えるか、あるいは不法行為の問題 と考えるかである。また、その損害が第三者の責に

帰すべき事由による場合には、発注者は当該第三者に損害の賠償を請求で きると思われる

(債務不履行による場合と不法行為による場合 とがあろう)。 しか し、その損害が不可抗

力に起因する場合には、発注者がその損害を負担せざるをえない。損害の原因が不明であ

る場合にも結局同じことになろう(現 実には、原因が不明であることあるいは原因が判明

しても誰に責任があるかが不明であることが少なくないと推測される)。

発注者と受注者あるいは当該第三者 との間で責任制限特約がある場合には、それが合理

的である限り、その制限に従わなければならないであろう。

着信通知のもう一つの利点は、発注データの伝達を契約成立の要件とする方式において
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は、個別的な売 買契約の成否 について紛争が生 じた場合に、着信 通知が発注 データの受注

者 に伝達 された こと、すなわち個別 的な売買契約が成立 した ことの有力な証拠 にな ること

で あ る(発 注デー タの内容が正 しく伝達 され たことまで証 明す る もので はないが)。 着信

通知 がな されない場合 には、発注者 として は、他の方法によ って発注デ ータが伝達 された

こと、す なわ ち受 注者の メール ボ ックスに記憶 された ことを証明 しなければな らない。 し

か し、受注者の協 力がえ られない場合 、あるいはシステ ムに関与す るVAN事 業者の もと

に発注デ ータが伝 達 された 旨の記録が ない場合には、 自己の発信記録を唯一一の証拠資料 と

せざ るをえない。 しか し、発 注者の発信記録 に発注 した ことの証拠 と しての能力があ るか

どうか は疑問であ る。

また、第二 に、受注者が発注者 に対 して 、発注者の発注デ ータが受注者に伝達 された こ

と、す なわ ち受注者のメール ボ ックスに記憶 された ことだ けでな く、受注者が それを理解

した こと(法 的 には、単 なる客観的な事実 の通知で あって、 申 し込み に対応する承諾を意

味す る もので はない)を 通知す る方 法 も考 え られ る(以 下 にお いて は 「受信通知 」(注3)

とい う)。 このよ うな受信通知 は、発注 デー タが受注者の メール ボ ックスに記憶 された後

に、消失 した り、受注者がそれを取 り忘れ た りす ることを検査す ることを 目的 とす る もの

であ る。

この よ うな着信通知や受信通知 にっいては、基本契約の中で、受注者が必ず これ らの通

知 をす ると定め る方法 と、発注者か ら照会 した場合 に限 りこれ らの通知を行 うことを定め

る方 法等が考え られ る。なお、着信通知や受信通知 を受注者 に義務づ ける場合であ って も、

基本契約の 中で これ らの通知を個別的な売 買契約の成立要件 として規定 しない方が適切で

あ ろ うと思 われ る。 これ らの通知 自体 が何 らかの事故 によ り発注者 に伝達 されな くて も

(あ るいは遅延 した場合で あって も)、 個別 的な売買契約の成立を認 めて も不都合 はない

と考え られ るか らで ある。

第三 に、発注 データの伝達上 の事故やデー タの取 り忘れ を検知す る手段 と して、受注者

が発注 データを 自己の装置に受信 した際に、受信 したデータの件数や 内容検査の情報 を受

信確認通知 として発注者に伝達 した り、 システムにVAN事 業者が関与す る場合 には、V

AN事 業者か らメールボ ックスへの発注デー タの受信状況 や発注 データの取 り忘れ等 を受

注者 に通知 させ る方法がある。

第一か ら第三 に述べたよ うな これ らの処理 は、通常 は 自動化 され ているよ うであ る。そ

して、 これ らの方法か らどのよ うな ものを採用するかは、費用対効果 を考慮 した選択 によ

るが、採用 にあた って は、費用 負担を含めて当事者間の公平 を考慮 しなけれ ばな らない。

受発注 システムの構築上優越的地位 にある当事者が 自己に有利 な条項 を押 しつ けることと
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なる場合には、その条項の有効性が問題 となる(民 法90条 に定める公序良俗違反、独 占禁

止法上の優越的地位の濫用等の問題 となろう)。

以上のほか受発注当事者及びシステムに関与するVAN事 業者は、何 らかの事故による

損害の発生を回避するたあ、発注データの状況やこれに影響するシステムの稼働状態など

について、気のついたことを積極的に受発注当事者やVAN事 業者に連絡することが望ま

しいが、そのような通知を契約上義務づけることについては、 システムの正常な機能ない

しデータの正常な伝達を確保するたあに常時システム全体を監視するという過大な義務を

受発注当事者やVAN事 業者に課すことになりそれが妥当かどうか検討を要する。

例えば、誰がみても明白な誤りを含んだ発注データを受け取った場合や、特定のデータ

に関し、一定時間内に受信 しなかった場合における相手方への連絡等、客観的に明確で限

定された事項についての通知を必要に応 じて基本契約の中で義務づけることは必ず しも当

事者間の公平を失するものとはいえないであろう。 しかし、受注者が受け取った発注デー

タの状況が異常であれば発注者にその旨を通知することを要するなど、包括的、抽象的な

監視義務を前提とし、通知義務の範囲が広汎で通知の要否の判断 も客観的に行い難いとい

うような条項を基本契約に定めることについては、契約当事者の一方(受 注者)に 過大な

義務負担を強いるものであり、契約当事者間の公平を失するおそれがあるものといえよう

(前述のような独占禁止法上の優越的地位の濫用についても配慮が必要である)。

(b)照 会 ・確認

データの誤 りが発生 す る原因には、通信回線 や ソフ トウェアの事故、入力 ミスな ど電子

取引に特有の ものの ほか、動機の錯誤等入力以 前の過程 に原因のあ る場 合 もあ る。あ るい

はデー タ内容 は正常 だがデータ伝 達の宛先や受 信の タイ ミングが異常であるなど、受信 の

状況に異常があ る場 合 もある。また、 システ ム障害の発生 も誤 ったデー タの発生を予見す

る事由 となり得 るので、例えば システ ム障害が生 じ、データの誤 りが発生 したので はない

か とい う疑 いを抱いた ときは、それ に起因す る損害の発生 を防止す るために、発注者又は

受注者 は、発信又 は受 信 した発注 デ ータの内容の正確 さ等 にっ いて相手方に確認を求め る

ことが重要であ る。

このよ うに、発注デー タの伝達 上の事故や、入力 ミス等 によるデータの誤 りの発生 は、

当事者 の感知 した さまざま異常事 実を きっか けとす る照会、確認 によって検知 され る場合

が多い。

例えば、通信回線やハー ドウェア、 ソフ トウ ェアの障害発生 、メール ボ ックスにお ける

データの書 き込み、取 り出 し状況の異常、あ るい はまた取 引に関 し事前 に提出され た情報
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や日常の取引の状況か らみたデータ内容やデータ着信状況の異常などか ら、当事者が相手

方のデータの伝達やデータ内容に疑いを抱いた場合は、その照会、確認をする必要性を感

ずるであろう。

また、そのような疑いがなくて も、特に重要な発注データに関しては、発注者が受注者

に対 して諾否の意思や履行の可能性を確認 したり、受注者が発注者に対 して受け取った発

注データの内容の正確さを確認する等の必要性を感ずることがあり得る。

このような場合 に、発注データにっいての照会、確認が当事者間の任意の緊密な電話連

絡等によって行われるときは、これによって事故の検知や事故から生ずる損害の回避が可

能であるが、そのような緊密な連絡を実務上期待 しえない状況 もあり得 ると思われる。そ

のような観点か ら、異常を察知 した場合に相手方への照会や連絡を基本契約において義務

づけるという考え方 もあり得ると思われる。 しか し、今後電子化率の上昇や処理件数の増

大に伴い、人による広汎な監視義務を前提とした照会等の義務づけは、事務負担、費用の

面から問題があり、また注意義務の範囲を基本契約の中で明確に示すことが極めて困難で

はないかと思われる(こ のような監視義務違反は直ちに損害賠償責任を生ぜ しめるのであ

るから、監視義務の範囲は明瞭であることが望ましい)こ の点において も、今後検討を要

する問題があるといえよう(も っとも、人によらない監視機能の技術的な発展の重要性は

否定できないが)。

したがって、そのような事故の検知や損害発生の防止を円滑に行うため、基本契約で受

発注当事者に、必要 と認める場合には受注者が発注者に発注データに関 して照会を行 うこ

とを権利として認め、発注者にそれに対する回答を義務づけることは有意義であろう。

ただ、そのような契約上の義務づけは、当事者間の経済的な力関係に格差がある場合、

優越的地位の濫用等独占禁止法上の問題を生ず る余地 もあり得るので、契約及び取引の運

用にあたって慎重な配慮が必要である。

(注2)「 着 信 通 知 」 と 「受 注 デ ー タ 」 と の 差 異 に っ い て は 、 す で に 述 べ た(3.1前 出

(注7)参 照)。

(注3)「 受 信 通 知 」 と 「受 注 デ ー タ 」 と の 差 異 に っ い て は 、 す で に 述 べ た(3.1前 出

(注7)参 照)。

3,3発 注データの取消 ・変更(注1)

発注データの取消 ・変更を行 う必要性 は、受注者の メール ボ ックスに記憶 され た発注 データ

の内容が誤入力や システ ム障害等によ り発注者の意図 していた内容 と異な る もの とな って いる

一35一



場合 に、発注者 がその発注 データの取消 ・変更 を行 うことがで きるか ど うかが問題 とな る。発

注 デー タが受注者 のメールボ ックスに記憶 された ことによ ってそのデータに従 った個別的売買

契約が成立 しているのに、発注デ ータの取消(実 質的には撤回である ことが多 いであ ろう)・

変更 を認め ることは、成立 した契約を解消 し、新たな契約をや り直す ことになるか らである。

また、その ような発注デー タの取消 ・変更がで きるとして も、それが どのよ うな場合であ るか

も問題 となる(す なわち、取消 ・変更の要件の問題である)。 すべての誤 った発注 データにつ

いてその取消 ・変更を認める とすれ ば、その影響 はかな り重大であ るといわなけれ ばな らない。

そ こで、受発注当事者の利害 の調整 に十分配慮す ることが必要であ る。なお、事情変更 によ る

申 し込 み内容の変更 も問題 とな りうる。 しか し、事情変更の原則 は、電子取 引に限 らない一般

的な問題 として もかなり検討 しなけれ ばな らな い問題である。 さ らに電子取 引の中で事情変更

の原則 をどの よ うに取 り扱 うかはよ り困難 な問題であ る。 また、本報告 書が取 り上 げているよ

うな電子取 引において は、個別 的な売買契約の成立か らその履行 までの期間 にっいてはそれ ほ

ど長期間を想定 していない と思 われ るので、事情変更の原則 を問題 とす る余地 は比較 的少ない

と思われ る。 そ こで、ここで は事情変更 の原則の問題のあ り得 る ことを指摘す るにとどめてお

く。以下において は、事情変更の原 則によ らない一般的な発注 データの取消 ・変更を考察の対

象 と してい る。

(注1) 」 こ で 、 「取 消 ・ 変 更 」 と い う の は 、 本 文 中 で も 述 べ て い る よ っ に 、 い っ た ん

受 注 者 に 伝 達 さ れ た 発 注 デ ー タ を 取 り 消 し(あ る い は 撤 回 し)、 新 た な 発 注 デ

ー タ を 伝 達 す る こ と を 意 味 し て い る 。 す な わ ち 、 当 初 の 発 注 デ ー タ は 最 初 か ら

存 在 し な か っ た こ と に な り 、 後 の 発 注 デ ー タ だ け が 存 在 す る こ と に な る 。 し た

が っ て 、 最 初 の 発 注 デ ー タ に 従 っ て 成 立 し た 個 別 的 な 売 買 契 約 は 、 そ の 基 礎 と

な る 発 注 デ ー タ の 取 消 の 結 果 、 存 在 し な か っ た こ と に な り 、 後 の 発 注 デ ー タ に

従 っ て 個 別 的 な 売 買 契 約 が 成 立 す る こ と に な る 。 要 す る に 本 来 は 拘 東 力 の す で

に 生 じ て い る 契 約 を 発 注 者 の 一 方 的 な 意 思 で や り 直 し を 認 め る 制 度 で あ る(割

賦 販 売 法 な ど に お い て 消 費 者 保 護 の 観 点 か ら 認 め ら れ て い る ク ー リ ン グ オ フ 制

度 に 類 似 し て い る も の と い え よ う)。 」

(1)基 本的な考え方

発注データの取消 ・変更制度 については、次の ように考え られ る。発注 データに誤 りが あ

るか どうかを受注者側で検知す ることは難 しく、前述のよ うな着信通知 などによって発注者

側で発注データの誤 りに気がっいた ときには、発注 データの取消 ・変更がで きるとい うこと

を 、一定の要件の もとに認 める条項を基本契約 に定 めることが考え られ る。 このよ うな発注
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デー タの取消 ・変更を認める こと(し たが って、い ったん成立 した個別的な契約のや り直 し

を認 める こと)が 電子取 引の実態 に合 っているかど うか は、なお十 分な調 査を しないと判断

で きないが 、全 く考え られ ない制度で はな く、検討 に値す る もので はないか と思われ る。 そ

こで、発注 データを発信後一定期間内に限 って、発注者が発注デー タを取 り消 し、新た な発

注 データを発信で きるとい う制度を設 け ることが考え られ る。発注 デー タの取消 ・変更が あ

った場合 には、変更 された新 しい発注デー タに従 った契約が成立 す ることになる。 この よ う

な取消 ・変更を認め ることは受注者に大 きな影響を与え る ものであ るか ら、 もし、発注 デー

タの変更 ・取消を認め るとすれば、そのための要件 を基本契約においてどのよ うに定め るか

が重要な問題で ある。

まず第一 に、 どのよ うな種類のデー タの誤 りにっいて、その取消 ・変更 を認め るかが検討

されな ければ な らない。 いわゆ るデー タ化 けのよ うな場合にデー タの取消 ・変更 によ って発

注者が本来意図 していた個別的契約 を成立 させ ることにっいてはそれ ほど不都合 はないであ

ろう。 しか し、発注者 の単純な端末 の操作 ミス(数 字キ ーの押 し間違 いなど)に よ るデ ータ

の誤 りにつ いて もその取消 ・変更を認 め るとすればかな り問題で ある。 さ らに、発注者が動

機の錯誤 に陥 っていた場合、あ るいは、い ったん発注 してか らその意思を変更 した場 合 にま

で、発注 デ ータの取消 ・変更を認 める とすれば、受注者に大 きな不利益を課す ものであ ると

いわなければな らない。

次に、 この取消 ・変更が認め られ る期 間にっいて も十分検討 され なければな らない。一般

的には、当事 者間で合理的 な期 間を決 める ことが必要であ るといえ るが、 どの くらいの期間

が合理 的であ るかは、 目的物が何で あるか、履行期がいっで あるか、等を考慮 して判断 され

るべ きものであ って、一律 に定 め られ る ものではないであろ う(な お、期間の起算 点につい

て も基本契約 の中で明確 に してお く必要があろ う)。

また、発注 者が当然 に発注デー タの取消 ・変更がで きると定 めるので はな く、発注 者 は、

発注 デー タの発信後一定の期間内に限 って、発注 データの取消 ・変更 に関 し、受注者 に協議

を申入れ る ことがで きる もの とし、受注者 に協議 に応諾す る義務を課 す 旨の条項を基 本契約

に定 める ことも考 え られ る。 この場合 には、協議が不成立の場合 は、当初の発注 デー タに従

った個別 的な売買契約の成立を確定す るのか(も っとも、その契約 内容 がデー タ化 けな どの

事故 によ って発注者 の意思 と異 なる場合 に契約の効力が問題 とな ることは前述 の とお りであ

る)、 その契約 は成立 しない とす るのかを明示 してお くこと も必要で あ る(こ のよ うな場合

に も、そ の要件 、期 間については前述の とお りであ る)。

さ らに、発注 データに関 して、照会、確認要求を した場合 には、その取消 ・変更 について

どの よ うに取 り扱 うか について も基本契約の中で明確 に してお くことが 重要 であ る。特 に、
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取消 ・変更が許される期間を例えば発注者が受注者から照会 ・確認の通知を受領 した時から

起算するのか、通知 と関係なく発注データの発信時から起算するのかといったことを明文で

定めるのが妥当である。

(2)受 発注当事者間の利益衡量

誤入力、 システム障害等 によ り、発注デー タの内容又 は宛先等 に誤 りのあ る ことが判明 し

た場合 に、その発注デー タの取消 ・変更を認 め るか否か によ る受発注当事 者の利益衡量に関

しては、次 のよ うな場合が考え られ る。まず 、第 一 に、発注者 による取 消 ・変更を認めて も

当事者のいずれ に も損害 を生 じない場合が考 え られ る。 このよ うな場合 には、発注者 によ る

発注 データの取消 ・変更 を認 めやす いであろ う(そ もそ も、当初 の発注デ ータどお りの契約

の成立を認めて も、受注者 に損害 は生 じないであ ろ うか ら、発 注者が 自分の意 図 とは異な っ

た発注 データであ って も、それ を取 り消 さない こと も許 され るであろ う)。 第二 に、発注者

によ る発注デー タの取消 ・変更 を認 めると、受注者 に損害が生 ず る場合が考 え られ る。 この

場 合には、発注者 による発注デー タの取消 ・変更 を認 めるには慎重で なけれ ばな らない。あ

るいは、それを認 めると して も、受注者の被 る損害 をで きるだけ小 さ くす る ことが考 え られ

なければな らない。そのよ うな観点 か ら次の よ うな対応が考え られ る。

(a)受 注者が取消 ・変更 によって損 害を被 るおそれ のないよ うな一定期 間を限 って、発注者

の一方 的な意思による発注の取消 ・変更 を認 め ることとし、基本契約 にその 旨を定める こ

とが考 え られ る。

このよ うに発注者 による自由な取 消 ・変更 を認 め る期 間は、受注者 に損 害を生ず る余地

のない期 間で あるとともに、発注者に とって も取 消 ・変更制度 を利用す る価値のあ る合理

的 な期 間で あることが望 ま しい。

なお、発注 データに関 して前述のよ うな照 会、確認の手続 きが なされ る場合 に(基 本契

約 にその手続 きが定め られて いると否 とにかかわ らず)、 発注 データの取消 ・変更が可能

な期間を どのよ うに定 めるか、特 に、期間の起算点を回答 を受領 した時 とす るのか、回答

と関係な く発注 データの発信時 とす るのか も重要な問題であ る。

(b)上 記のよ うに発注者によ る一方 的な発注 デー タの取消 ・変更制度で はな く、発注者 は受

注者 との合意がなければ発注デー タの取消 ・変更 を行 うことがで きないが、発注者が発注

デー タの取消 ・変更 について受注者 に協議 を申 し出た場合 は、受注者 が協議 に応ず ること

を基本契約で義務づ けること も考 え られ る。
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当事者が協議を行 うに当た って は、次 のよ うな点を考慮 して、売買契約を有効 な もの と

して扱 うか(取 消 ・変更を行 わない)、 取消 ・変更を行 うかの選択を行 うことが期待 され

る。

第一に、発注者 に取消 ・変更 の利益がな く、受注者が取消 ・変更 によって損害 を被 る場

合には、売買契約 を有効 なもの として扱 う方が妥 当であろ う。例え ば、発注デー タで は、

発注者の意 図 していたよ りも数量が多か った場合であ って、受注者 はすで に製品の製造に

着手 してお り、発 注者 は次回の発注で在庫の調整可能な ときなどが その例であ る。

第二 に、発注者 に取消 ・変更の利益があ り、受注者 は取消 ・変更 による損害を被 らない

場合 には、取消 ・変更を行 うことを認めて もよい と思われ る。例 えば、発注デ ータで は、

発注者が意図 していたよ りも数量が多か った場合であ って、発注者 は契約 どお り納品 を受

ければ不要な在庫 を抱 えることとなるが、受注者 はまだ製造着手前で あるときな どが その

例であ る。

第三 に、 いずれの選択 を して も、いずれかの当事者が損害 を被 る場合 には、合理 的な損

害 の分担を前提 と して選択を行 うことも考え られ る。例えば、発 注者側 に帰責事由が ある

と考え られ るような入力 ミスによ ってデータの誤 りを生 じた場合 に は、取消 ・変更によ っ

て生ず る受注者の損害を発注者が補償す るこ とを前提 と して、発 注者 が発注 データの取消

・変更 を行 うことを選択する こと もで きよ う(発 注者 と しては、誤 った発注 データを維持

す ることも十分 に可能である)。

なお、上記の場合 に、入力 ミスの疑 いを抱 いた発注者が基本 契約 に基 づ き受注者に照会

したに もかかわ らず、受注者が回答義務 を怠 ったとい う事情 があれば、受注者 も相当の損

害の分担 を行 うことが 当事者 間の公平 か らみて妥当で あろ う。

上記 の選択 を行 うに当た って、損害の負担 に合理性が な く、当事者の力関係 の差 によ っ

て一方 に不利益 な内容 の合意が なされた とみ られ るときは、独 占禁止法上、優越的地位の

濫用によ る不公正取 引に該当す るおそれを生ず るので、留意が必要であ る。

(2)デ ータ内容の誤 りを生ず る原 因 とその態様

発注者の意図 と異 なる内容の発注 データが送 られ る原因には、広 い意味の誤入 力 とシステ

ム障害があ る。そのよ うな誤 りは、商品(種 類、形状、色など)、 数量 、価格、納期、納入

場所 など重要な部分 について生ず る ことがあ り得 る。 また、二重発注等 によ りこのよ うな誤

りを生ず ることもあ り得 る。

誤入力の代表的な もの として は、キーの押 し間違 いがあ る。例 えば、商品Aコ ー ドを入力

す るつ もりで、押 し間違 えて商品Bコ ー ドを入力するような場合が その例で ある。学説上で
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い う表示の錯 誤にあたる もの と考え られ る。 また、商品Aコ ー ドも商品Bコ ー ドも同 じ意味

で あると誤信 し、商品Aコ ー ドの意 図で、商品Bコ ー ドを入力す る場合が ある。 これ は、学

説上でい う内容 の錯誤(表 示行為の意義 に関す る錯誤)に あた る もの と考え られ る。

その ほか発注者が発注を決定 した動機 に錯誤 のあ る場合が考え られ る。例えば、商 品Aが

売れ筋商品で あるという誤 った情報 を誤信 し、商品Aを 発注 したが 、商品Aは 売れ筋商品で

はなか った場合が その例 である。

これ らの錯誤が外観上成立 した個別 的な売買契約 にどのよ うな影響を与え るかは難問であ

る。今後 の検討課題であるといえよ う。

システム障害 によ るデータ化 け としては、例え ば落雷による電力の瞬断な どによって起 こ

りうるもので ある。 これ は、厳密 な意 味で は意思表示 における表意者の錯誤 とは異な る もの

である。学説 におけ る表示機関の錯誤(例 え ば、電報局 の過誤 によ り電報の内容が誤 って伝

達 され たよ うな場合)に 類似す る もの と考え られ る。 したが って、錯誤 の場合 と合わせて考

察する ことがで きると思われる。

(3)デ ータの誤 りを生 じた場合 の選択

(a)内 容 に誤 りのある発注データが受注者の許 に到達 した場合、受注者 か ら拒絶 又は異議 の

ない限 り、一応個別的な売買契約が成立す るが、発注 データに対応す る発注者の意思が存

在 しないのであるか ら、売買契約の効力を検 討 しなければな らない。す なわ ち、売買契約

が無効 であ るか(た とえば錯誤な ど)、 取 り消 しうべ き ものであ るか(例 えば詐欺 など)

が問題 とな る。 また、 このような契約の無効 ・取消 とは別 に、デー タの重要な部分 に関す

る誤 りが検知 された ときには、発注者 は、発注 データの取消 ・変更 をす ることが で きる こ

とがあ る(も ちろん意 図 していなか った契約 をそのまま維持す ること、すなわち無効 ・取

消を主張 しないこともで きる)。 この ことにっ いて はすで に述 べたとお りである。

(b)契 約 の無効 ・取消 につ いて裁判上 の争 い とな った場合に は、その判断 は状況 によ り微妙

に異 なる可能性があ り、裁判の結果 を予見す る ことはす こぶ る困難であ る。

例 えば、錯誤について民法95条 は 「意思表示ハ法律行 為 ノ要素二錯誤 ア リタル トキハ無

効 トス 但表 意者二重大 ナル過失 ア リタル トキハ表意者 自ラ其無効 ヲ主 張 スル コ トヲ得

ズ」 と規定 してい るが、 どのよ うな錯誤が法律行為の要 素の錯誤 とな るか、どの よ うな場

合に、表意者 に重大 な過失があ った といえ るか は、条文 の文言か らだ けでは判断で きない。

また、動機の錯誤 は、民法95条 における錯誤 に該当せず(し たが って、契約の無効事 由と

な りえ ない)、 動機が表示され た場合 のみ、内容の錯誤 として民法95条 が適用 され るとす
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るのが判例の立場で ある(最 近で は多 くの学説が これ に反対 してい るが)。 したが って、

具体 的な場合 に関 して、錯誤 による意思表示 の無効が 認め られ るか どうか とい う法 的判 断

を予見す る ことは極 めて困難な実情である。
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4.デ ー タ の 保 存

4.1デ ータ保存 に関す る現行 の法制度

電子取 引に関 して紛争を生 じた ときに、電子データを証拠 とす る場 合には、電子 データ特有

の問題 を生 じる。

電子 デー タは文書 と異 なり、改憲す ることが容易であ り、 しか も改窟 した痕跡が残 らない こ

と、電子 データを保管 している間に、データの内容に変動 を生 じる恐れがあ り得 ること、電子

デ ータを必要時 に可読状態に置 き換え ることを可能に してお くことが要求 され るなどの特徴が

あ る。

また、電子 データにつ いて、保存すべ きデー タの範囲、保存の態様な ども問題になる。現在

までの ところ、電子 データに関 して はこうした点 について直接 に手がか りとな る法規 は存在 し

て いない。 また、電子 データを保存す るについては経費がかか るとと もに、保存の態様 もあ ら

ゆ る事態に対応で きるよ うに用意す るには相当程度の経費を必要 と し、 これ らの経費 は電子取

引を行 う当事者 にとってかな りの負担になる。 したが って、当面、それぞれの取引の状況 に照

らして、取 引の当事者 間において、上記の諸事項 にっいてあ らか じめ取 り決 めてお くことが望

ま しい といえよ う。

また、同一 の事項につ いて、保存 されている文書 と電子データとの内容に齪酷を生 じた場合

に、いずれを優先 させ るか について も、取 引当事者間であ らか じめ取 り決めてお くことが望 ま

しい(3.1(5)を 参照)。

商人 は、商業帳簿及 びその営業 に関す る重要書類は10年 間保存す る ことを義務づけ られてい

る(商 法36条)。 また、 その形態 について、商法36条 の規定によ って保存すべ き商業帳簿及び

営業上の重要書類(貸 借対照表、損益計算書、財産 目録及びその付属明細書 を除 く)に つ き、

マイ クロフィルムによ って保存す ることを、一定の要件 に適合すれ ば、適法で あるとされて い

る(昭 和49年11月7日 社団法人経済団体連合会専務理事、 日本マイ クロ写真協会理事長照会、

同年11月18日 民 四 ・6029号 法務省民事局長回答(注1))。 また、青色 申告法人について は、

諸帳簿、財務諸表、注文書 などの取引証票を、原則 として七年間整理保存 しなければな らない

とされて いる(法 人税法施行規則59条(注2))。 ただ し、6年 目、7年 目については、帳簿

書類 その ものの保存に代 えて、大蔵大 臣の定め る方法による保存 をす ることが認め られ ている

(同条5項)。 この大蔵大 臣の定 める方法 として、一定の要件を満 たす マイクロフィルムによ

る保存を認めている(昭 和57年3月31日 大蔵省告示54号)。

(注1)商 業 帳 簿 、 そ の 他 営 業 に 関 す る 重 要 書 類 を マ イ ク ロ 写 真 に よ り 保 存 す る 件 に つ い て
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{:二三iii灘ii:i:}
(照 会)

最 近 に お け る コ ン ピ ュ ー タ 及 び マ イ ク ロ 写 真 の 新 技 術 の 普 及 発 展 に よ っ て 各 会 社

に お い て は 、 業 務 に 関 す る 書 類 を マ イ ク ロ 写 真 に よ っ て 作 成 し 、 あ る い は こ れ に よ

っ て 保 存 す る こ と が 広 く 行 な わ れ て い る が 、 商 法 第 三 六 条 の 規 定 に よ っ て 保 存 す べ

き 商 業 帳 簿 及 び 営 業 上 の 重 要 書 類(貸 借 対 照 表 、 損 益 計 算 書 、 財 産 目 録 及 び そ の 付

属 明 細 書 を 除 く)に っ き 、 こ れ を マ イ ク ロ 写 真 に よ っ て 保 存 す る こ と と し た 場 合 、

下 記 の 要 件 に 適 合 す れ ば 適 法 な 保 存 に 該 当 す る も の と 解 さ れ ま す が 、 こ の 点 に 関 し

ご 見 解 を お 示 し 下 さ れ た く 存 じ ま す 。

記

一 、 解 像 力

上 記 文 書 類 を マ イ ク ロ 写 真 に よ っ て 保 存 す る 場 合 、 そ の 解 像 力 が 充 分 で あ り 、

か っ 商 法 所 定 の 期 間(商 法 第 三 六 条 、 四 二 九 条 等 参 照)保 た れ る も の で あ る こ と 。

二 、 見 読 可 能 性

閲 覧 権 利 者 が 要 求 し た 場 合 、 マ イ ク ロ 写 真 は す み や か に 見 読 可 能 な 状 態 に す る

こ と が で き る こ と 。

三 、 上 記 文 書 類 の 閲 覧 と マ イ ク ロ 写 真 作 成 の 時 期

上 記 文 書 類 は マ イ ク ロ 写 真 に 作 成 し た 場 合 に は 、 廃 棄 で き る こ と 。 た だ し 、 監

査 役 、 会 計 監 査 人 の 監 査 等 に 必 要 な 限 り に お い て 、 原 本 で 三 年 以 内 閲 覧 で き る も

の と す る こ と 。

四 、 マ イ ク ロ 写 真 作 成 者 の 署 名

マ イ ク ロ 写 真 に は そ の 作 成 責 任 者 の 署 名(記 名 捺 印)が 映 像 さ れ る か 、 あ る い

は マ イ ク ロ 写 真 に 対 応 す る 目 録 を 作 成 し 、 当 該 目 録 に 作 成 責 任 者 が 署 名 捺 印 を 行

な う こ と 。

五 、 記 録 の 整 備

マ イ ク ロ 写 真 の 作 成 責 任 者 、 撮 影 者 、 作 成 年 月 日 、 作 成 場 所 等 マ イ ク ロ 写 真 の

作 成 、 検 査 、 保 管 に い た る 過 程 に つ い て 、 そ の 内 容 と 経 過 の 記 録 が 保 存 さ れ て い

る こ と 。

六 、 そ の 他

マ イ ク ロ 写 真 を 作 成 す る 場 合 に は 、 文 書 規 定 に よ っ て 作 成 責 任 者 を 明 ら か に し 、
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検 査 等 の 手 続 き を 講 ず る も の と す る こ と 。

(回 答)

本 月 七 日 付 け 書 面 を も っ て 照 会 の あ っ た 標 記 の 件 に っ い て は 、 貴 見 の と お り 解 し

て も 商 法 第 三 十 六 条 に 反 し な い も の と 考 え ま す 。

(注2)(帳 簿 書 類 の 整 理 保 存)

法 人 税 法 施 行 規 則 第59条 青 色 申 告 法 人(次 項 に 規 定 す る も の を 除 く 。)は 、 次 の

各 号 に 掲 げ る 帳 簿 書 類 を 整 理 し 、7年 間(第3号 に 掲 げ る 書 類 の う ち 、 た な 卸 資

産 の 引 渡 し 又 は 受 入 れ に 際 し て 作 成 さ れ た も の(帳 簿 代 用 書 類 に 該 当 す る も の を

除 く 。)に あ っ て は 、5年 間)、 こ れ を 納 税 地(同 号 に 掲 げ る 書 類 に あ っ て は 、

当 該 納 税 地 又 は 同 号 の 取 引 に 係 る 法 施 行 地 内 の 事 務 所 、 事 業 所 そ の 他 こ れ ら に 準

ず る も の の 所 在 地)に 保 存 し な け れ ば な ら な い 。

一 策54条(取 引 に 関 す る 帳 簿 及 び 記 載 事 項)に 規 定 す る 帳 簿 及 び 当 該 青 色 申 告

法 人(次 項 に 規 定 す る も の を 除 く 。)の 資 産 、 負 債 及 び 資 本 に 影 響 を 及 ぼ す 一

切 の 取 引 に 関 し て 作 成 さ れ た そ の 他 の 帳 簿

二 た な 卸 表 、 貸 借 対 照 表 及 び 損 益 計 算 書 並 び に 決 算 に 関 し て 作 成 さ れ た そ の 他

の 書 類

三 取 引 に 関 し て 、 相 手 方 か ら 受 け 取 っ た 注 文 書 、 契 約 書 、 送 り 状 、 領 収 書 、 見

積 書 そ の 他 こ れ ら に 準 ず る 書 類 及 び 自 己 の 作 成 し た こ れ ら の 書 類 で そ の 写 し の

あ る も の は そ の 写 し

2普 通 法 人 の う ち 各 事 業 年 度 終 了 の 時 に お い て 資 本 の 金 額 若 し く は 出 資 金 額 が1

億 円 以 下 で あ る も の 若 し く は 出 資 を 有 し な い も の(保 険 業 法 に 規 定 す る 相 互 会 社

及 び 外 国 保 険 事 業 者 に 関 す る 法 律(昭 和24年 法 律 第184号)第9条 第1項(供 託

物 に 対 す る 優 先 権)に 規 定 す る 外 国 相 互 会 社 を 除 く 。)、 公 益 法 人 等 、 協 同 組 合

等 又 は 人 格 の な い 社 団 等 で あ る 青 色 申 告 法 人 は 、 前 項 各 号 に 掲 げ る 帳 簿 書 類 を 整

理 し 、 同 項 第1号 及 び 第2号 に 掲 げ る 帳 簿 書 類 に あ っ て は7年 間 、 当 該 各 事 業 年

度 に お い て 作 成 し 、 又 は 受 領 し た 同 項 第3号 に 掲 げ る 書 類 に あ っ て は5年 間(当

該 書 類 の う ち 、 現 金 の 収 受 若 し く は 払 出 し 、 預 貯 金 の 預 入 若 し く は 引 出 し 若 し く

は 有 価 証 券 の 取 引 に 際 し て 作 成 さ れ た も の 又 は 帳 簿 代 用 書 類 に 該 当 す る も の に あ

っ て は7年 間 、 そ の 他 の 書 類(た な 卸 資 産 の 引 渡 し 又 は 受 入 れ に 際 し て 作 成 さ れ

た も の を 除 く 。)で 当 該 法 人 に 係 る 租 税 特 別 措 置 法 第66条 の5第1項(国 外 関 連

者 と の 取 引 に 係 る 課 税 の 特 例)に 規 定 す る 国 外 関 連 者 と の 取 引 に 関 し て 作 成 し 、
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又 は 受 領 し た も の に あ っ て は6年 間)、 前 項 に 規 定 す る 納 税 地 に 保 存 し な け れ ば

な ら な い 。

3前2項 に 規 定 す る 帳 簿 代 用 書 類 と は 、 第1項 第3号 に 掲 げ る 書 類 の う ち 、 別 表

第20に 定 め る 記 載 事 項 の 全 部 又 は 一 部 の 帳 簿 へ の 記 載 に 代 え て 当 該 記 載 事 項 が 記

載 さ れ て い る 書 類 を 整 理 し 、 そ の 整 理 さ れ た も の を 保 存 し て い る 場 合 に お け る 当

該 書 類 を い う 。

4第1項 及 び 第2項 の 期 間 は 、 帳 簿 に っ い て は そ の 閉 鎖 の 目 の 属 す る 事 業 年 度 終

了 の 日 の 翌 日 か ら2月(法 弟75条 の2(確 定 申 告 書 の 提 出 期 限 の 延 長 の 特 例)の

規 定 の 適 用 を 受 け て い る 場 合 に は2月 に そ の 延 長 に 係 る 月 数 の 期 間 を 加 え た 期 間

と し 、 清 算 中 の 内 国 法 人 に っ い て 残 余 財 産 が 確 定 し た 場 合 に は1月 と す る 。 以 下

こ の 項 に お い て 同 じ 。)を 経 過 し た 日 か ら 、 書 類 に っ い て は そ の 作 成 又 は 受 領 の

日 の 属 す る 事 業 年 度 終 了 の 日 の 翌 日 か ら2月 を 経 過 し た 日 か ら 起 算 す る 。

5前 項 に 規 定 す る 起 算 の 日 か ら5年 を 経 過 し た 日 以 後 の 期 間 に お け る 第1項 又 は

第2項 の 規 定 に よ る 保 存 は 、 大 蔵 大 臣 の 定 め る 方 法 に よ る こ と が で き る 。

1項 … 一 部 改 正 〔昭 和47年6月 大 蔵 令55号 〕 、1項 … 一 部 改 正 ・2・3項 …

追 加 ・ 旧2項 …4項 に 繰 下 ・5項 … 追 加 〔昭 和56年3月 大 蔵 令24号 〕 、2項

… 一 部 改 正 〔昭 和59年3月 大 蔵 令8号 ・61年3月10号 ・ 平 成3年3月16号 〕

上 記 の 規 則 第59条 第5項 に 定 め る 大 蔵 大 臣 の 定 め る 方 法 と し て 次 の 告 示 が 設 け ら

れ て い る 。

昭 和57年3月31日 大 蔵 省 告 示 第54号

法 人 税 法 施 行 規 則(昭 和40年 大 蔵 省 令 第12号)第59条 第5項 の 規 定 に 基 づ き 、 同

項 に 規 定 す る 保 存 の 方 法 を 次 の よ う に 定 め る 。

法 人 税 法 施 行 規 則 第59条 第1項 各 号 に 掲 げ る 帳 簿 書 類 を 同 項 又 は 同 条 第2項

の 規 定 に よ り 保 存 す べ き 場 所 に 、 日 本 工 業 規 格(工 業 標 準 化 法(昭 和24年 法 律

第185号)第17条 第1項 に 規 定 す る 日 本 工 業 規 格 を い う 。 以 下 同 じ 。)B7186

に 規 定 す る 基 準 を 満 た す マ イ ク ロ フ ィ ル ム リ ー ダ を 設 置 し 、 か っ 、 当 該 帳 簿 書

類 が 撮 影 さ れ た 次 に 掲 げ る 要 件 を 満 た す マ イ ク ロ フ ィ ル ム を 保 存 す る 方 法

1日 本 工 業 規 格K七 五 五 八2(安 全 性)に 規 定 す る 安 全 性 の 基 準 を 満 た す 材

質 で あ る こ と 。

2日 本 工 業 規 格Z六 〇 〇 一 附 属 書3(測 定 方 法)に 規 定 す る 方 法 に よ り 求 め

た 実 用 品 位 数 の 値 が11以 上 で あ る こ と 。
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3日 本 工 業 規 格Z六 〇 〇 五4(バ ッ ク グ ラ ウ ン ド 濃 度 の 測 定)に 規 定 す る 方

法 に よ り 求 め た バ ッ ク グ ラ ウ ン ド 濃 度 の 値 が0.8以 上1.2未 満 で あ る こ と 。

4日 本 工 業 規 格Z六 〇 〇 八4(解 像 力 の 試 験)の 規 定 に よ り 求 め た 解 像 力 の

値 が1ミ リ メ ー トル に っ き110本 で あ る こ と 。

5次 に 掲 げ る 事 項 が 記 載 さ れ た 書 面 が 撮 影 さ れ て い る こ と 。

イ 法 人 税 法 施 行 規 則 第59条 第1項 又 は 第2項 の 規 定 に よ り 帳 簿 書 類 を 保 存

す べ き こ と と さ れ て い る 法 人 の 帳 簿 書 類 の 保 存 に 関 す る 事 務 の 責 任 者 で あ

る 者 の 同 条 第1項 又 は 第2項 の 規 定 に よ り 保 存 す べ き 帳 簿 書 類 が 真 正 に 撮

影 さ れ た 旨 を 証 す る 記 載 及 び 記 名 押 印

ロ 撮 影 者 の 記 名 押 印

ハ 撮 影 年 月 日

4.2デ ータの保存 と利用

受発注 に係 る電子取 引において当事者間において取 り交わ され るデー タは、単に当該受発注

のたあに とどま らず、電子取 引の当事者双方にとって多 目的 に活用す る可能性を有 してい る。

それ らのデー タを各当事者が 自己の営業政策、販売戦略などのために自らの支配下 において活

用す る限 りにおいては、特段 の問題を生 じることはないでなろう。

この点 に関 して、VAN事 業者が介在す る場合にっいては問題があ る。VAN事 業者 は、受

発注 に係 るデータ交換 に介在す る過程において、発注者 と受注者 との間に伝送 される種 々の大

量なデー タを保存 し、蓄積す ることが可能である。 したが って、VAN事 業者 と利用者 との間

で、デー タの保存 に関す る取 り決めを してお くことを要 する。 とりわけVAN事 業者 において

保存す るデー タを、VAN事 業者が利用す ることについては、VAN事 業者の守秘義務 との関

係で問題 を生 じる ことが考え られ るので、利用者 との間であ らか じめ取 り決あてお くことが望

ま しい。
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5.安 全 対 策 等

電子取 引は、受発注データの交換 を実現するコンピュータシステムや通信 システム等(以 下 、

「電子取 引 システム」 とい う。)が 前提 となる。 ところで、電子取引 システムは自然災害や人為

的エ ラー、不正行為な どによ る事故や障害発生の危険にさ らされてい る。 また、電子取引 システ

ムには大量の電子取引に関す るデータが電磁的記録媒体 に集積 され、迅速 な検索や複製が可能 と

な るため、外部か らのア クセスなどによ り営業秘密、その他 のデータが不正 に開示あ るいは取得

される危険 もあ る。

これ らの リスクを防止す るため、電子取 引 システ ムの安全対策を どのように実現 し、運用 して

い くかを定め、かっ、当事者 間の守秘義務 にっいての取 り決 めをな してお くとともに、電子取引

システムに事故 や障害が生 じた場合 に備えて、緊急連絡や代替措置を定めてお くことが必要 とな

る。

5.1電 子取 引 システムの安全対策

各当事者は、電子 データの種類、 コス ト、運用 、技術進歩等を勘案 して一定の レベルの安全

対策がな され た電子取引 システ ムを電子取引のために利用す ることを決定 し、当該安全対策 レ

ベルで電子取引 は運用 されてい く。 そ して、 この安全対策に基づ き、IDコ ー ドの付与、 コー

ルバ ック、暗号化等の機密保持手段 を当事者間で取 り決め、各 々これを遵守す るもの とし、第

三者の無権 限アクセスを防御で きるよ うに してお くことが、電子取引を適正 に行 ってい く上で

必要 とな る。

このよ うに取 り決め られた機密保持手段 を遵守す ることが各 当事者 の義務 となっている場合、

この義務違反が どのよ うな法的効果を もつのか も、 さらに規定 してお くことが必要 となる。例

えば、 この義務違反によって事故、障害が発生 した場合の復 旧義務、損害賠償責任の有無や、

IDコ ー ドやパスワー ドの管理 に過失があ り無権限者 による発注データの伝送が あった場合 に

契約が成立す るのか、過失のない場合はど うか、な どである。なお、契約の成立 とみなす規定

をお く場合 には、その規定が どんな場 合に も有効 となるかなどの検討 も必要 となろう。現 金自

動支払機か らの支払いに関 し、カー ド及び暗証番号の確認 によって行 った支払 いについての免

責約款の有効性及 び適用を認 めた裁判例があ る(東 京高裁平 ・元 ・7・19判 例時報1321号1

29頁)。
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5.2装 置等の管理 、保守

各 当事者 は、電子取引において利用 され るシステ ムを構成す るハ ー ドウ ェアで ある電子計算

機、端末機器、周辺装置及び私設回線等並びに当該ハー ドウ ェアに使用 され るソフ トウェアに

ついて、どのよ うな考え方で管理責任 を分担す るのか定めてお く必要がある。基本 的には、各

当事者のいずれがそのよ うなハー ドウェア、 ソフ トウ ェアに対す る管理 を行 うべ き地位にある

か どうかによって分担 してい くべきであろう。 したが って、受発注当事者が管理を行 うべ き立

場 にない情報ネ ッ トワー クサー ビス事業者が提供す るサ ービスの前提 となるハ ー ドウ ェア、 ソ

フ トウェアについて は、その保守責任は受発注 当事者 にはないといえよう。

5.3秘 密保持

電子取引においては、各当事者は相手方の秘密情報を知りうる機会及び可能性が多いので、

対象を明確にし秘密保持義務を課 しておくことが必要 となる。

パスワー ドその他の機密保持手段に関する情報 は、当然対象になると考え られる。受発注デ

ータ自体については必ず しも対象とすべきものになるとは限 らないが、必要性があれば対象と

することになろう。

なお、従前より保有 していたもの、既に公知公用であったもの、自らの責に帰すべか らざる

事由で公知公用 となったもの、第三者か ら正当に守秘義務を負わず入手 したものなどは除外さ

れる例が多い。

また、電子取引の終了後 も秘密保持を行っておいて もらいたいのなら、秘密保持条項の有効

期間について別途定める必要がある。

なお、不正競争防止法では、秘密情報は守秘義務契約の有無にかかわ らず、一定の要件(営

業秘密と不正行為)を 満たせば法律上保護されている。

5.4電 子取引システム障害時の措置

電子取引システムに障害や事故が発生 したときには、次のような点にっいて契約上定めてお

くことが必要と考えられる。

① 障害時の連絡

受発注当事者は、通信回線、電子記憶装置、プログラムの故障その他電子取引システム

に障害や事故が発生 したことを知ったときは、直ちにその旨を相手方に連絡 し、すみやか

な対応を図ること。

② 代替的な情報伝達手段

事故ltよ り電子データの伝送を行えない場合に備えて、当事者は別途協議のうえ代替的
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な受発注の方法、バ ックア ップ用施設の設置等 緊急措置に関する取 り決 め。

③ 復 旧後の措置

緊急措置 として代替的な受発注の方法を利用 した場合の事故や障害の復 旧後の当該受発

注に係 る電子 データに関する取 り扱い。

④ 情報 ネ ッ トワー クサ ー ビス事業者 との取 り決 め

当事者 は、電子取引 に関 し情報ネ ッ トワークサー ビス事 業者を利用す る場合 は、情報ネ

ッ トワー クサー ビス事業者 との間に、前各項の措置のため必要な取 り決めを行 うこと。

なお、障害や事故認知後の連絡を契約上の義務とすべきか否か、仮に契約上の義務とする場

合、違反についての損害賠償などに関する法的効果をどう契約上定めるかにっいては検討を要

する問題となる。
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6.損 失 の 負 担

システム障害による申 し込みデータの消失、伝送の遅れ、二重送信、データ化 け、 データの誤

入力等があ って、当事者 に損失がで たときは、その損失を誰が どれだ け負担す るか という問題を

生ず る。かか る損失を合理 的な基準 によって配分す ることが、 ここでの課題であ る。

(1)基 本的考え方

当事者の被る損失の負担に関 しては、次のような基本的考え方により処理する。

① 事故等の発生を可及的に防ぎ、また発生 した場合に損失を最小限に抑えるたあの方策

を(費 用をにらみ合わせなが ら)検 討 し、この負担を当事者でどう割 りふるかを約定す

る。

② 事故等が発生 した場合の法的処理のルール(例 えば、契約の成否、撤回の時期や条件

など)を 定める。

③ それで も発生する損失につき、どのように分担するかを定める。

かか る損失につ き、当事者間で契約上別段の定 めを しない限 り、過失責任の原則で処理 さ

れ る。契約 自由の原則によ り、損失負担のルールを当事者間で定 めることがで きるが、あま

りに一方 的な定あは公序良俗違反(民 法90条)と して無効 にな る。

(2)シ ステム障害等 に伴 う責任

システム障害等 に伴 う責任については、伝統的な過失責任の原則の修正を主張する考え方

もでている。

一応の紹介をすれば
、

① ネ ッ トワー ク責任論 …一 般の顧客 との関係 においては、ネ ッ トワー クの窓口にあたる

者が全責任を負 う(そ の後の求償はあ りうる)と いう考え方

② 責任分界点 の理論…電気通信設備を技術水準 に適合 させ る責任の分かれ 目(分 界点)

を もって、民事責任の振 り分けを行 う考え方

③ システム責任論… システ ムを設計、統括、運営 している者(シ ステム提供者)に 全責

任を負わせ る考え方

がある。

ただ し、当事者 に発生 した損失か第三者に発生 した損害かの別、ネ ッ トワー クにのせ られ
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る取 引の種類、性質等の違いにより、一律的な処理にな じまないことを念頭 にお くべ きで あ

る。

いず れにせよ、 これ らの考え方が どのよ うな システ ム障害 まで射程 として とらえてい るか

自体いまだはっきりしないこと、少 な くとも当委員会で これ らについて十分な議論がな され

ていない ことか ら今後十分 な検討が なされる必要が あろう。

(3)損 失範囲の限定等

契約において、安全対策 や障害通知等を定めた場合、その違反によって発生 した損失 は、

違反者が負 うことになるのが当然の事理である。ただ し、実際には、両当事者 にとって不可

抗力的な事由によって損失が発生す る場合、原因が不 明であ る場合、因果関係が不明である

場合など、電子取 引にはあ る種特徴的な事情が存在す る。 また、損失 の広が りが予想 しが た

いとい う事情 もある。そ こで、損失の分担をす る上 において も、損失範 囲の限定 や損害限度

額の定 めを検討することが必要 となる。
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7.費 用 の 負 担

デ ータ交換 システムを新 たに構 築す る場合には、 コンピュー タなどのハ ー ドウェアに要す る費

用、 データ交換の ためのプ ログラム開発費用やプログラムの使用料 などのいわゆ るソフ トウェア

に要す る費用 、通信回線の開設に伴 う費用な ど、さまざまな費用 が発生 し、大規模 な システ ムで

あ る場合には、 システ ム構築時に要 す る費用が多額 にのぼる こともある。 また、デー タ交換 シス

テ ムの導入後 に も、デー タの伝送 に伴 う回線契約料、回線設備料 、通信料 などの通 信費用 、VA

Nシ ステ ムを利用す る場合 にはその料金などの費用が発生 す る。

これ らの費用 を発注者、受注者のいずれが どのよ うに負担 す るかは、実務的に考 慮 しなければ

な らない問題 といえ るであ う。

特 に、通信費用 ・VANシ ステ ム利用料金について は、通信契約 ・VANシ ステム利用契約 を

締結 した当事者で ある発呼側で はな く、 これ らの契約者以外 の第三者 に料金を課 金す る制度 もあ

る(い わゆる第三者課金制度。例えば、メーカー(発 注者)が 多数 の下請業者(受 注者)と 取 引

を行 う場合に、VAN事 業者 との間のVANシ ステム利用契約 は メーカーが締結 し、その利用料

金(例 えば従量制料金)は 下請業者に課金す るとい う制度が これにあたる。)。 このよ うな場合

には、契約主体 とVANシ ステ ム利用料金の支払 い主体が異 な ることにな り、VANシ ステム利

用契約上だけでな く、デ ータ交換 に関す る契約 の上で も、VANシ ステム利用料 金等の負担 に関

す る定めを設 ける ことが好 ま しい といえ るであろ う。

ちなみに、公正取引委員会事務局が平成3年7月11日 に公表 した 「流通 ・取引慣 行に関す る独

占禁止法上 の指針 」にお いて は、

「大規模 な小売業者 は、発注のオ ンライ ン化、物流セ ンターの設 置等仕入体制の システム化 を

進めて いるが、(中 略)、 そのための費用 と して納入業者 に負担 を要請す ることがあ る。 こう し

た システ ム化へ の取組 は、受発注業務、物流業務 の合理化 を促進 し、消 費者ばか りでな く納入 業

者 にとって も利益 となる場合があ る。 しか し、(中 略)、 システ ム化 に伴 って生 じる費用 につい

て、具体的な負担 の根拠や割合を示 さないまま、例えば受 発注 オ ンライ ン ・システ ムの利用料 や

物流 セ ンターの使用料 と して納入業者 に負担を要請す る場 合に は、納入業者 に不当 に不利益 を与

え る ことにな りやす く、優越的地位の濫用 として問題が生 じやすい。」、 として いる。

この趣 旨に鑑み て も、発注者、受注者において、データ交換 に要す る諸費用の負担 に関す る明

確な定めを設 ける ことが好 ま しいと考え られ る。
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参 考 資 料

1.流 通 ・取引慣行に関する独占禁止法上の指針 〔抄〕

(平成3年7月 公正取引委員会事務局)

は じめに

1流 通 ・取 引に関す る慣行 は、歴史的、社会的背景の中で形成 されて きた ものであ り.、世界の

各国においてさまざまな特色を持 っているが、その在 り方 にっいて は、常 に見直 され、 より良

い ものへ と変化 してい くことが求 め られてい るもので ある。我が国の流通 ・取引慣行 について

も、国民生活 に真の豊 かさが求 め られ、また、経済活動が グローバル化 し我が国の国際的地位

も向上す る中で 、消費者の利益が一層確保 され、我が国の市場が国際的によ り開放的になるよ

うな ものへ と変化 してい くことが求め られている。そのたあには、公正かつ 自由な競争 を促進

し、市場 メカニズムの機能 を十分 に発揮 し得 るよ うに して い くことが重要で あ り、具体 的には

① 事業者 の市場への 自由な参入が妨げ られず、② それぞれの事業者 の取 引先の選択 が自由

かつ 自主的に行われ、③ 価格その他の取引条件の設定が それぞれの事業者 の 自由かっ 自主的

な判断で行われ、また、④ 価格 、品質、サ ービスを中心 とした公正な手段 による競争が行わ

れ ることが必要である。

本指針 は、我が国の流通 ・取引慣行 にっいて、どのよ うな行為が、公正 かつ 自由な競争を妨

げ、独 占禁止法 に違反す るのかを具体的に明 らかにす ることによ って、事業者及 び事業者団体

の独 占禁止法違反行為の未然防止 とその適切 な活動の展開に役立てよ うとす るもので ある。

2本 指針第1部 は、主 として生産財 ・資本財 の生産者 と需要者 との間の取引を念頭に置いて、

事業者間取 引の継続性 ・排他性 に関する独 占禁止法上の指針を、第2部 は、主 と して消費財が

消費者の手元 に渡 るまで の流通取引を念頭に置いて、流通分野 における取引 に関す る独 占禁止

法上の指針 を示 した もので ある。

しか し、生産財 ・資本財 と消費財 とで独 占禁止法上の考え方 を異にす る もので はない。すな

わち、消費財 について、第2部 で考え方が示 されていない事項であ って も、第1部 で示 されて

い るものについては、第1部 と同様の考え方によって判断 され る。 また、生産財 ・資本財 につ

いて、第1部 で考え方が示されていない事項であって も、第2部 で示されて いる ものにつ いて

は、第2部 と同様 の考え方によって判断され る。

また、第3部 は、財の性格 にかかわ らず国内市場全域 を対象 とす る総代理店 に関す る独 占禁
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止法上の指針を示 した ものであ り、第3部 で考え方が示されていない事項で あって も、第1部

又 は第2部 で示 されているものについては、第1部 又 は第2部 と同様の考 え方 によ って判断さ

れ る。

本指針 は、主 と して財の取引にっいて独 占禁止法上の考え方 を示 した ものであ るが 、役務 の

取引について もその考え方 は基本的 には同様で ある。

3本 指針で取 り上げた行為類型のうち、第1部 の 「顧客獲得競争の制限」及び 「共同ボイコッ

ト」並びに第2部 の 「再販売価格維持行為」等にっいては、原則 として独占禁止法上違法とな

るものである。一方、それ以外の行為類型にっいては、当該行為が市場における競争に与える

影響を個別具体的に検討 した上で、独占禁止法に違反するか否かが判断されるものである。

また、本指針は、流通 ・取引慣行に関 し、独占禁止法上問題 となる主要な行為類型について

その考え方を示 したものであるが、独占禁止法上問題となる行為はこれに限られるものではな

い。例えば、価格カルテル、供給量制限カルテル、購入数量カルテル、入札談合などは原則と

して独占禁止法に違反するものであることはいうまでもない。 したがって、本指針に取 り上げ

られていない行為が独占禁止法上問題となるかどうかは、同法の規定に照 らして個別具体的に

判断されるものである。

事業者等にとって、個々の具体的なケースが本指針に照 らして独占禁止法上問題となるかど

うかについて判断が容易でないこともあると考え られるので、今般本指針の作成に伴い流通 ・

取引慣行に係る事前相談制度を新たに設け、個別の相談に応 じることとした。

第1部 事業者間取引の継続性 ・排他性に関する独占禁止法上の指針

第6継 続的な取引関係を背景とするその他の競争阻害行為

2継 続的な取引関係を背景とする優越的地位の濫用行為

継続的な取引関係を背景として取引上優越 した地位にある事業者が、取引先事業者に対 し、

取引の条件又は実施について、正常な商慣習に照 らして不当に不利益を与えるような行為を

行うことは、取引先事業者の自由かっ自主的な判断による取引を阻害 し、また正当な条件で

取引しようとする者や行為者の競争者を競争上不利にさせるおそれがあるものである。

このような行為は、不公正な取引方法に該当し、違法となる(一 般指定十四項(優 越的地

位の濫用))。

なお、継続的な取引関係を背景 とする優越的地位の濫用は、親事業者と下請事業者との取

引(下 請取引)に おいても行われやすいが、下請取引においてこのような行為が行われる場
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合には、下請代金支払遅延等防止法第四条の規定に違反する。

く参 考)○ 下 請 代 金 支 払 遅 延 等 防 止 法(昭 和31年 法 律 第 一 二 〇 号)(抄)

第 四 条 親 事 業 者 は 、 下 請 事 業 者 に 対 し 製 造 委 託 又 は 修 理 委 託 を し た 場 合 は 、

次 の 各 号 に 掲 げ る 行 為 を し て は な ら な い 。

一 .下 請 事 業 者 の 貴 に 帰 す べ き 理 由 が な い の に 、 下 請 事 業 者 の 給 付 の 受 領 を

拒 む こ と 。

二.下 請 代 金 を そ の 支 払 期 日 の 経 過 後 な お 支 払 わ な い こ と 。

三.下 請 事 業 者 の 貴 に 帰 す べ き 理 由 が な い の に 、 下 請 代 金 の 額 を 減 ず る こ と 。

四.下 請 事 業 者 の 責 に 帰 す べ き 理 由 が な い の に 、 下 請 事 業 者 の 給 付 を 受 領 し

た 後 下 請 事 業 者 に そ の 給 付 に 係 る 物 を 引 き 取 ら せ る こ と 。

五.下 請 事 業 者 の 給 付 の 内 容 と 同 種 又 は 類 似 の 内 容 の 給 付 に 対 し 通 常 支 払 わ

れ る 対 価 に 比 し 著 し く 低 い 下 請 代 金 の 額 を 不 当 に 定 め る こ と 。

(以 下 省 略)

第2部 流通分野における取引に関する独占禁止法上の指針(抄)

第5小 売業者による優越的地位の濫用行為

1考 え方

(1)事 業者が、どのような条件で取引するかは基本的には取引当事者間の自主的な判断に委

ねられるものであるが、小売業者が、納入業者に対 し取引上優越 した地位にある場合にお

いて、その地位を利用 して、納入業者に対し押 し付け販売、返品、従業員等の派遣の要請、

協賛金等の負担の要請又は多頻度小口配送等の要請を行う場合には、優越的地位の濫用と

して独占禁止法上問題を生 じやすい。

なお、独占禁止法による優越的地位の濫用の規制は、このような行為によって小売業者

間あるいは納入業者間等における公正な競争が阻害されるおそれがある場合に当該行為を

排除 しようとするものである。

(2)「 小売業者が納入業者に対 し取引上優越 した地位にある場合」とは、当該納入業者にと

って当該小売業者との取引の継続が困難になることが事業経営上大きな支障をきたすため、

当該小売業者の要請が自己にとって著しく不利益なものであって も、これを受け入れざる

を得ないような場合であり、その判断に当たっては、当該小売業者に対する取引依存度、

当該小売業者の市場における地位、販売先の変更可能性、商品の需給関係等を総合的に考

慮する。
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(3)以 下では小売業者の納入業者に対する特定の行為にっいて独占禁止法上違法となる場合

を示しているが、購入者としての地位を利用 して卸売業者やユーザーが、同様の行為を行

う場合にも、基本的には同様の考え方によって、違法性が判断される。

(4)取 引上の優越的地位の濫用は、一般的には、不公正な取引方法 として一般指定十四項

(優越的地位の濫用)に よって規制されるが、百貨店 ・スーパー等の大規模な小売業者に

よる納入業者に対する行為については、一般指定十四項のほかに、 「百貨店業における特

定の不公正な取引方法」(昭 和29年 公正取引委員会告示第七号。一定以上の売場面積の店

舗を持ち、一般消費者が日常使用する多種類の商品を販売する小売業者が対象。)に よっ

ても規制される。

なお、小売業者 と納入業者 との取引が、下請代金支払遅延等防止法にいう親事業者 と下

請事業者の取引に該当する場合であって、小売業者のブランドを表示 した商品(い わゆる

プライベー ト・ブラン ド商品)を 製造 し、納入する場合など、物品の製造委託に該当する

場合には、同法の規制の対象となる。

6多 頻度小 口配送等 の要請

(1)考 え方

最近、大規模な小売業者 は、発注のオ ンライ ン化、物流セ ンターの設置等仕入体制の シ

ステム化を進めているが、 これ に関連 して、たとえば、納入業者 に多頻度小口配送(配 送

の小 口化 とそれに伴 う配送回数の増加)を 要請 した り、 システム化の費用 として納入業者

に負担を要請す ることがある。

システム化への取組 は、受発注業務、物流業務の合理化を促進 し、消費者ばか りでな く

納入業者 にとって も利益 となる場合があ る。 しか し、優越的地位 にあ る小売業者が、一方

的な都合で納入業者 に対 し多頻度小口配送の要請を行 った り、 システム化に伴 って生 じる

費用 について具体 的な負担 の根拠や割合を示 さないまま、例 えば、受発注オ ンライ ン ・シ

ステムの利用料や物流セ ンターの使用料 と して納 入業者に負担 を要請す る場合 には、納入

業者に不当に不利益を与えることとな りやす く、優越的地位 の濫用 と して問題を生 じやす

い(注22)o

(注22)小 売業者においては、仕入体制の システ ム化に伴 って生 じる費用の負担 や多頻

度小 口配送に伴 う負担を納入業者に一方的に負わせ ることのないよ う、 その条

件について納入業者 との間で十分に協議す ることが望ま しい。
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(2)独 占禁止法上問題となる場合

取引上優越 した地位にある小売業者が、納入業者に対して多頻度小口配送を要請 し、又

は仕入体制のシステム化に伴って生じる費用の負担を要請することは、次のような場合に

は、正常な商慣習に照 らして不当に不利益を納入業者に与えることとなり、不公正な取引

方法に該当し、違法となる(一 般指定一四項(優 越的地位の濫用))。

① 多頻度小口配送を要請 し、これによって納入に要する費用が大幅に増加するため納入

業者が納入単価の引上げを求めたにもかかわ らず、納入業者と十分協議することな く一

方的に、通常の対価相当と認められる(注23)単 価に比 して著 しく低い納入単価で納入

させることとなる場合

② 仕入体制のシステム化に伴って生 じる費用の負担額及びその算出根拠等について納入

業者と十分協議することなく一方的に負担を要請 し、納入業者に不利益を与えることと

なる場合

③ 仕入体制のシステム化に伴って生 じる費用を納入業者が得る利益の範囲を超えて一方

的に納入業者に負担させる場合(注24)

(注23)「 通 常 の 対 価 相 当 と 認 め ら れ る 」 か ど う か は 、 従 前 の 納 入 単 価 、 同 様 の 多 頻 度

小 口 配 送 の 条 件 で 取 引 し て い る 他 の 納 入 業 者 の 納 入 単 価 等 か ら 総 合 的 に 判 断 さ

れ る 。

(注24)③ の 場 合 は 、 費 用 負 担 の 条 件 に つ い て 取 引 当 事 者 間 で 明 確 に な っ て い る 場 合 で

あ っ て も 違 法 と な る ケ ー ス で あ る 。
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2.不 公正な取引方法(昭 和57年 公正取引委員会告示第十五号)

(優越的地位の濫用)

14自 己の取引上の地位が相手方に優越 していることを利用 して、正常な商慣習に照らして

不当に、次の各号のいずれかに掲げる行為をすること。

一 継続 して取引する相手方に対 し、当該取引に係る商品又は役務以外の商品又は役務を

購入させること。

二 継続 して取引する相手方に対 し、自己のために金銭、役務その他の経済上の利益を提

供させること。

三 相手方に不利益となるように取引条件を設定 し、又は変更すること。

四 前三号に該当する行為のほか、取引の条件又は実施にっいて相手方に不利益を与える

こと。

五 取引の相手方である会社に対 し、当該会社の役員(私 的独占の禁止及び公正取引の確

保に関する法律(昭 和22年法律第五四号)第 二条第三項の役員をいう。以下同 じ。)の

選任についてあらか じめ自己の指示に従わせ、又は自己の承認を受けさせること。
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3.オ ンライ ン発注標準取引契約書 (昭和62年3月 ㈱全国下請企業振興協会)

○要 旨

(1)オ ンライ ン発注 システムの目的を規定 した。即 ちその 目的 は、外注(下 請)取 引の関する

親企業者 と下請事業者の事務の合理化を図ることであ り、そのためオ ンライ ン発注 システム

による外注(下 請)取 引の実施を推進す るものである。

(2)こ のオ ンライ ン発注標準取 引契約は、オ ンライ ン発注にっいての条文作成 を中心 とし、原

則 としてオ ンライ ンによる外注(下 請)取 引に関す る情報交換等には触れない こととす る。

以下 、条文例 を示す。

○○株式会社(以 下、 「甲」 という。)と ○○株式会社(以 下、 「乙」 とい う。)と は、

相互利益の尊重の理念に基づ き、信義誠実の原則に従 って、甲を注文者 とす る甲乙間の外注

(下請)取 引に関す るオ ンライ ン発注 システムを実施す るにあたり、次の とお り契約を締結

する。

第1条(オ ンライ ン発注 システムの 目的)

甲及 び乙は、外注(下 請)取 引に関す る事務の合理化を図る ことを 目的 として、オ ンラ

イ ンによる発注 システムの実施を推進す る ものとす る。

第2条(定 義)

この契約 においてオ ンライ ンによる発注 システム(以 下、 「本 システム」とい う。)と

は、 甲が電子計算機等(そ の周辺端末装 置及びその他の機器を含む。)を 使用 して磁気記

録媒体等 に発注内容 を記録 し、乙が必要 に応 じて自己の電子計算機その他の機器を用 いて

明確 に書 面に表示 で きる システムをいう。

第3条(方 法)

1.前 条の場合、甲及 び乙 は、それぞれの電子計算機等を電気通信事業者の回線を使用す

る等 によ り接続 し、行 うことがで きる。

2.前 項の接続 にあた り、VAN事 業者を介在 させ る こともで きる。

第4条(個 別契約の成立及び内容)

1.本 システムによる個別契約 は、甲が乙に本 システムによ り発注内容 を通知 し、乙が こ

れを遅滞な く確認 し、その内容 にっいて承諾す ることによ り成立 す る。
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2.前 項の発注内容 には、発注年月 日、品名、仕様、単価、数量、納期、納入場所、決済

日、決済方法、その他 の事項のほか、甲及 び乙の名称、 甲の責任によって発注 されたこ

とを証する事項を定めなければな らない。

3.前 項の甲の責任 によ って発注 された ことを証す る事項 については、甲よ り別途乙に通

知す る。

4.本 システムによ らない場合、甲は取引内容を記載 した注文書を作成 して乙に交付 し、

乙が これを承諾す ることによ って成立する。

第5条(個 別契約の変更)

本 システムによる個別契約の内容を変更す る必要が生 じた場合は、甲乙協議 の上変更す

るもの とす る。 この場合、 甲は新た に取 引内容を本 システ ムにより乙に通知 し、乙が これ

を承諾す ることによって成立する。

第6条(電 子計算機の保守等)

1.甲 及び乙は、善良 なる管理者の注意義務を もって、電子計算機等の保守 ・管理 を行い、

かつ、甲乙間で定め られた処理方式を遵守 しなければな らない。

2.乙 は、受信にあた り受信上疑義が生 じた場合には、直ちにその旨を甲に通知 し、 甲の

指示を受 けなければな らない。

第 了察(通 知が未到達の場合の措置)

1.甲 は、乙に発注内容を通信回線によ り通知する場合において、通信回線 ・電子計算機

等の故障又はその他の理由により、その通知が乙に到達 しなか った場合 は、直ちに注文

書を作成 して乙に交付 しなければな らない。

2.前 項の場合、その通知が到達 しなか った ことによ り甲に損害が生 じた ときは、その損

害 は甲の負担 とする。

第8条(記 録 内容の変更禁止)

1.甲 及 び乙は、本 システム稼働によ り既に記録 された内容を変更 してはな らない。

2.前 項の規定 は、乙が磁気記録媒体等 に記録 された内容 を取 り出 した後 も同様 とす る。

3.第1項 の規定は、第5条(個 別契約の変更)が 行 われ た場合 も同様 とす る。

第9条(通 信上の伝達 トラブルの処理)

1.甲 は、発注内容が何 らかの原因によって誤 って通信 された場合、乙に対 してその 旨を

通知す るとともに訂正 した内容 も併せて別途通知す るもの とする。

2.前 項 によ って生 じた損害 は、甲の負担 とす る。

第10条(電 子計算機等の貸与)

1.甲 は、本 システムの実施 にあた り甲が必 要 と認めた時は、乙 と協議の うえ、乙に対 し
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て電子計算機等(以 下、 「貸与品」 という。)を 貸与す ることがで きる。

2.乙 は、貸与品 を第三者 に転貸す ることがで きない。

3.乙 は、甲の 同意を得て、貸与 品を本 システムの 目的以外 に使用することがで きる。

第11条(シ ステム仕様書、 システムソフ トウェア等の管理)

1.乙 は、甲か ら貸与 された システム仕様書、 システム ソフ トウ ェア等(以 下、 「貸与書

類等」 とい う。)の 保守管理については、厳重 にこれを行 うもの とし、貸与 目的完了後

は直ちに甲に返却す るものとする。

2.乙 は、貸与書類等を本契約 目的以外に使用 して はな らない。

3.乙 は、事前 に甲の文書による承諾がない限 り貸与書類等を複製 してはな らない。

4.乙 は、貸与書類等を第三者 に貸与又は閲覧等 をさせて はな らない。

5.乙 が、甲の承諾 を得て複製 した貸与書類等について も、前4項 を適用す る。

6.乙 は、貸与書類等 に不明な点又は疑義の ある場合は、直 ちに甲に返却 し甲の指示 に従

うものとす る。

7.乙 が、貸与書 類等を修正又 は改訂 しよ うとす るときは、甲の文書による承諾を得なけ

ればな らない。

第12条(費 用負担)

本 システムに係 る費用負担については、原則 と して甲の負担 とする。

第13条(VAN事 業者 との業務委託)

甲は、本 システ ムの構築 にあた りVANシ ステムを利用す る場合、VAN事 業者 に業務

委託す ることがで きる。

第14条(事 故 による損害の負担)

本 システムによる取引において事故が発生 した場合、その損害につ いては甲乙協議の う

えその責任の度合 に応 じて負担す るものとする。

第15条(秘 密保持)

乙は、本契約期 間中 はもとより、本契約終 了後 において も、本 システムの実施によ り、

甲よ り知 り得 た情報を第三者 に漏洩 してはな らない。

第16条(規 定外事項)

本契約に関す る疑義及び本契約 に定めのない事項につ いては、昭和 年 月 日締結 の

外 注(下 請)取 引基本契約によるもの とす る。

第17条(契 約 の解 除)

甲及 び乙は、本 システムが有効でない と判断 した場合 、協議 の上本契約を解 除す ること

がで きる。
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第18条(有 効期間)

本契約の有効期間は、昭和 年 月

基本契約の有効期間中とする。

日から昭和 年 月 日締結の外注(下 請)取 引
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